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は じ め に 

 

 当研究所は、寒冷地における防寒住宅の技術開発普及を目的に、「寒地建築研究所」として

昭和３０年（１９５５年）札幌市に設立されました。平成１４年（２００２年）旭川市移転と

合わせ「北方建築総合研究所」に改組、調査研究領域の拡充や施設の高度化を行い、北方地域

における建築とまちづくりに関する総合的な調査、研究、支援等を進めています。 

近年の社会経済の状況は、地球温暖化・リサイクルといった環境問題、進行しつつある人口減少・

少子高齢化問題、更には地域主権型社会への移行といったことへの関心が高まっています。建築・

まちづくりに関しても、同様に、地球環境問題、安全に対する意識の高まり、ストック重視の

良質な社会資本の整備など、サミット開催にも関連して環境意識が高まっています。 

当研究所では、このような今日的課題に対応するため平成１９年度から始まる新しい中長期

研究計画を策定し、研究業務の推進・展開を図っています。平成１９年度におきましては、公

共建築物を適切に保全し、長期間有効活用するための市町村の保全計画策定を支援する「市町

村の建築物保全支援システムに関する研究開発」や北海道で農林水産業などから排出される廃

棄物、地下埋蔵物、建築解体時に生じる副産物・廃棄物などの未利用資源を建材等に製品化し、

廃棄物抑制や地域ビジネスの創出に貢献することを目的とした「既存住宅の改修目標の設定に

応じた合理的な改修に関する研究」など２０課題を取りまとめたほか、継続実施課題を含めて

全体で５６課題に取り組んでいます。 

これらの成果につきましては、新しい北方型住宅を普及推進するうえでの技術支援や開発技

術の特許出願や技術移転などにより、具体的活用を進めています。 

この年報は、平成１９年度の調査研究と技術支援・普及など、当研究所の業務活動をまとめ

たものであり、研究課題については課題毎に１ページ概要等として編纂したものです。 

今後とも、道民生活向上と本道の建築産業活性化のため、北総研の総力を結集し、大学、関

係研究機関、産業界、ＮＰＯ等との連携を深めながら、その使命達成に努めてまいります。 

 

平成２０年５月 

                            北海道立北方建築総合研究所 

                            所 長  中 岡  正 憲 
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平成１９年度研究課題一覧 

 

研究期間 
Ａ．環境分野 

開始 終了 
区分 ページ

1 基礎断熱工法の設計情報構築とグラスウールの適用に関する研究 18 20 民間共研 3 

2 高性能熱交換型換気装置の開発 19 20 民間共研 4 

3 湿度調節と熱回収機能を有する低環境負荷型住宅・換気システムの開発 19 20 民間共研 5 

4 自然換気機能を備えた高機能換気部材とその適用に関する研究 19 20 民間共研 6 

5 高性能断熱材を使用した新世代高断熱壁体の開発 19 20 民間共研 7 

6 住宅用燃料電池コジェネレーションシステムの寒冷地対応に関する研究 19 20 民間共研 8 

7 住宅の運用基礎エネルギー自給システムとその利用法に関する研究 17 20 民間共研 9 

8 通気を用いたガラスファザードの結露防止設計用ツールの開発 18 19 民間共研 10

9 高温型ヒートポンプ室内機による温熱環境改善に関する研究 18 19 民間共研 11

10 外張断熱を主体とした充填付加断熱システムの開発 17 19 民間共研 12

11 夏季の常時通風可能な開口部の基本性能評価に関する研究 17 19 民間共研 13

12 寒冷地における木質パネル住宅のゼロエネルギー化に関する研究 17 20 民間共研 14

13 住宅換気システムの衛生に関する基礎的研究 18 20 一般 15

14 地盤置換工法の寒冷地対応に関する研究 19 民間共研 16

15 ライフステージに応じた暖房エネルギーの最小化に向けた住宅の断熱技術開発 19 20 民間共研 17

16 住宅用トータルエネルギー予測プログラムの開発 19 20 重点 18

      

研究期間 
Ｂ．材料分野 

開始 終了 
区分 ページ

17 発泡プラスチック系断熱材を用いたＲＣ造断熱工法の設計情報構築 17 19 民間共研 19

18 道内未利用資源を利用する建材開発と評価システムの提案 17 19 重点 20

19 一般廃棄物溶融スラグの建設資材化技術《工業試験場主管》 17 19 重点 21

20 光触媒機能評価システムの構築および活用製品の開発《工業試験場主管》 17 19 重点 22

21 建築材料の耐久性に関する調査 7 27 一般 23

22 寒中高強度コンクリートの強度増進に関する研究 19 20 一般 24

23 自己修復コンクリートの実用化 19 20 民間共研 25

24 既存木造住宅の生物劣化診断手法の開発《林産試験場主管》 17 19 重点 26
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研究期間 
Ｃ．構法分野 

開始 終了 
区分 ページ

25 市町村の建築物保全支援システムに関する研究開発 18 19 民間共研 27

26 北海道の木造住宅の耐震改修促進を目的とした耐震診断・補強効果評価手法に関する研究 18 20 重点 28

27 建築確認業務における構造審査手法に関する研究 19 20 一般 29

28 木造住宅におけるモルタル外装工法の応力伝達機構の解明と耐震化構法の開発 18 19 民間共研 30

29 裏面空隙を有する薄板外装材の耐風圧設計に関する研究 18 19 民間共研 31

30 戸建住宅用低温大面積床暖房システムにおける道産Ｉ型梁の活用技術開発 17 19 民間共研 32

31 窯業系外装材のシーリングレス工法に関する研究 19 20 民間共研 33

32 建築物実験用振動台における加震制御システムの開発 16 19 民間共研 34

33 枠組壁工法の床と壁構造に着目した上下階間の遮音性能向上に関する研究 19 外部 － 

      

研究期間 
Ｄ．計画分野 

開始 終了 
区分 ページ

34 既存計画住宅地の再生に関する調査研究 19 20 部計上 35

35 要介護高齢者のための住宅改造に関する研究 19 20 重点 36

36 子育て支援に向けた公営住宅の居住環境形成に関する研究 18 19 部計上 37

37 北方型民間賃貸住宅に関する研究 19 20 部計上 38

38 玄関空間と靴の脱履動作特性に応じた姿勢保持椅子に関する研究 19 20 外部 － 

      

研究期間 
Ｅ．防災分野 

開始 終了 
区分 ページ

39 地理情報システム（ＧＩＳ）を活用した安全安心まちづくりに関する研究 18 19 重点 39

40 台風による森林被害（風害）を軽減するための森林整備技術の開発《林業試験場主管》 18 20 重点 40

41 積雪・寒冷期を考慮した津波避難対策手法の開発に関する研究 17 19 一般 41

42 防災計画作成に向けた地震被害予測情報の活用方策に関する基礎的研究 18 19 一般 42

43 北海道における集落の地域防災力評価方法に関する研究 19 20 一般 43

44 気流制御による建物の積雪障害防止技術に関する基礎的研究 18 20 一般 44

45 耐震改修促進計画策定支援のための全道市町村地震防災マップ作成に関する研究 19 20 部計上 45

46 新たな防火性能を付与した木造高断熱壁体の開発 19 21 民間共研 46

47 有機系建材の燃焼性状と防火対策に関する基礎的研究 17 19 一般 47

 

項目一覧の中でページ数の記載されていないものは、諸般の事情により年報には掲載されておりませんのでご了承下さい。 



  研究期間 平成 18 ～20 年度

継続研究報告

基礎断熱工法の設計情報の構築とグラスウールの
適用に関する研究 

手

0）

手

 

床断熱工法に比べて、断熱化が容易であり湿害防止

の面から優位性がある基礎断熱工法は、寒冷地はもと

より温暖地にも広く普及し始めています。新築ばかり

ではなく居住したまま容易に改修できる断熱手法と

しての普及展開も期待できます。 

本研究は、基礎断熱工法の技術的課題である更なる

高断熱化、断熱材の長期性能保持、床下の高湿化防止、

外装仕上げ材の耐久性・意匠性等に対して適切な設計

情報を構築すること、現状では基礎断熱材として使用

事例が少ないものの優れた排水性や乾燥性を有する

繊維系断熱材を、基礎断熱工法に適用する条件や手法

を明らかにすることを目的としています。 

「

基

平

元

の

測

レ

排

と

定

基礎断熱工法の高断熱化手法に関しては、基礎周りの断熱方法の違いと熱流量の計算から、効

果的な断熱方法について検討を行い、ベース周りの断熱効果や外張断熱と基礎断熱の取合い部分

の断熱方法などの知見を得ました。 

基礎断熱の断熱性能の検討に関しては、基礎の地中部分の熱流と温度、地上部分の温度を通年

に渡って測定及び観察を行い、地盤を含めた断面構成と断熱性能の関係を明らかにしていきます。

来年度は、これらの検討結果に加え、湿気性状、耐久性、基礎外装仕上げ手法などについて設

計情報としてまとめます。 
北方建築総合研究所（担当部科） 

環境科学部 

共同研究機関

硝子繊維協会
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

研究のフロー 
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    基礎断熱の断熱性能実測モデルの断面 

(2)各種断熱材を用いた諸性能に関する実験的検討（H18-19）

・実測による断熱材の耐久性と断熱性能の確認 

・乾式及び湿式の基礎断熱表面仕上げに対する検討 

(3) 基礎断熱工法の設計情報構築（H19―20） 

・数値解析による高断熱手法と湿気性状の検討 
・耐久性能、断熱性能、意匠性を考慮した外装仕上げ

法の検討 

(4) 繊維系断熱材を用いた基礎断熱工法の設計情報構築（H2

・数値解析による高断熱手法と湿気性状の検討 
・耐久性能、断熱性能、意匠性を考慮した外装仕上げ

法の検討 

(1)現状の基礎断熱工法が有する技術的課題の整理（H18）

・床下の熱、湿気に起因する初期問題 

・高断熱化に関する課題 

・表面仕上げ材についての課題 
研究のフローを右上図に示します。本年度は主に

数値解析による高断熱化手法の検討」、「実測による

礎断熱の断熱性能の確認」を行いました。 

「高断熱化手法の検討」は、断熱材を布基礎面、水

面、ベース周りなどに施工した場合の熱流量を二次

の伝熱計算により算出して行いました。 

「実測による基礎断熱の断熱性能の確認」は、当所

敷地内に右下図に示す断面を持つ実験棟を建設し

定を行っています。断熱材の種類は押出法ポリスチ

ンフォーム板とグラスウールボードで、周辺地盤の

水性、暗渠の有無などの違いによる断熱性能の測定

目視による断熱材の含水状況を観察しています。測

は19年度より20年度の冬期まで行う予定です。
 



 研究期間 平成１９～２０年度 

継続研究報告 

高性能熱交換型換気装置の開発 

 

外気室室内室

ΔP ΔP

オリフィス 

（風量確認） 

熱交換器前後差圧 ファン 

（風量一定） 

熱交換器 

温湿度測定点 

ΔP 
ファン 

（風量一定） 

換気負荷（外気負荷）の低減や室内給気の吹出しの

冷気流による不快感の緩和には、高効率な熱交換器の

利用は有効な手段です。しかし、高効率化は、外気が

低温となる時期の熱交換器の凍結も発生しやすくな

ります。したがって、寒冷地で使用する熱交換器を高

効率化するためには耐凍結性も向上することが必要

です。 

 本研究では、外気負荷低減のため、省エネルギー性

に優れ、熱効率、換気量などの長期性能信頼性が高い

熱交換型換気装置を開発することを目的としていま

す。 

図 1 耐凍結性についての促進試験装置概要 
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図２ 熱交換器の凍結性比較 

本研究では、まず、熱交換器の耐凍結性の実験室に

おける試験方法を確立します。次に、試験を行いなが

ら、高効率で耐凍結性に優れた熱交換器を検討しま

す。最後に、試作器を開発し、フィールドで性能を評

価します。 

今年度は、実験室で熱交換器の耐凍結性の比較実験

を行いながら、試験方法を検討しました。 

熱交換器の耐凍結性試験方法を検討した結果、熱交換器を通す風量を一定にし、熱交換器の前後の

圧力の増加率で耐凍結性を評価できる方法を確立しました。 

次年度は、さらに耐凍結性に優れていると予測される熱交換器を検討し、試験を行う予定です。そ

の結果を基に試作器を開発し、冬季にフィールド実験を行う予定です。 

  

北方建築総合研究所（担当部科） 
環境科学部 

共同研究機関
三菱電機㈱ 



 研究期間 平成１９～２０年度 

継続研究報告 

湿度調節と熱回収機能を有する 
低環境負荷型住宅・換気システムの開発 

 

、

2種換気をベースに、天井懐設置から基礎断熱した

た。また、微細な霧状の水煙を発生する装置を利用

せました。冬季は室内の湿度が低下し、乾燥に弱い

と加湿により、一定の湿度を保つことができるシス

省エネルギー技術を加え、一般住宅への展開を目指

共同研究機関
㈱ホーム企画
北海道大学 
 

RA 

EA排気 
SA 

給気ユニット 
・冷外気の加温

・ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ 
・加湿 

排気ユニット 
 ・熱回収 

OA外気給気 ガス:冷媒配管 

室内へ 

合理的な熱損失低

減技術の検討 

天井懐ﾁｬﾝﾊﾞｰ 
室内へ 

天井温輻射 

床温輻射 

 

0

50

100

150

200

250

300

1種強 1種弱 2種強 2種弱

北個室

南個室

主寝室

ホール下

ホール上

１階洋室

居間

(m3/h)

 
図２ 各室の換気量(夏) 

図１ 換気システムのアイディア 
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 北方建築総合研究所が、共同研究で開発した２種換

気システムは、室内の空気汚染を大幅に低減化するこ

とを可能にしたほか、維持管理の容易さやダクトシス

テムの簡素化によって、動力費の大幅な削減を可能に

しています。本研究は、このシステムをベースに、同

じく共同研究でシステム開発された排気熱回収ヒー

トポンプ技術、水煙を用いた空気浄化システムを製造

販売する地場設備機器メーカーのノウハウを加え、維

持管理負担の少ない加湿・調湿、空気浄化、エネルギ

ー回収を同時に行える住宅環境形成のための換気シ

ステム開発と、それを基幹技術とする低環境負荷型住

宅の開発を目的としています。 
 開発するシステムの基本的なアイディアは、図１の

ように、2種換気の装置に水煙による加湿ユニットを

給気ユニットと組み合わせて取り入れ外気を加湿し、

排気ユニットから熱回収して、給気の加温に利用する

ものです。今年度は、加湿ユニットの水処理を考慮し

換気装置を基礎断熱した床下に移した実験住宅を建

設し、換気性状および室内環境を測定しました。この

結果、図２に示すように、天井懐を利用した換気シス

テム特有の高い換気バランスが実現しました。また、

図３に示すように非居住の状態で、室内の相対湿度を

30％前後に維持することができました。次年度は、

排気熱回収システムを開発し、トータルシステムを完

成する予定です。 
間へ設置場所のバリエーションを広げまし

湿ユニットを開発し、給気装置に組み合わ

にとってはつらい季節です。連続的な給気

できました。今後、排気熱回収など新たな

ます。 

ー、㈱アモウ、㈱サンポット 

北方建築総合研究所（担当科）
居住科学部人間科学科 
居住科学部住生活科 
環境科学部居住環境科 
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図3 各室の換気量(夏)



 研究期間 平成１９～２０年度 

継続研究報告 

自然換気機能を備えた高機能換気部材の開発と 
その適用に関する研究 

 

 

 
  

 

風雨 

 

、

 平成 12年のシックハウス新法の施行により、新築

住宅には機械換気の設置が義務付けとなりました。強

制排気と自然給気を組み合わせた第 3 種換気が普及

していますが、一般の自然換気口では、寒さの原因と

なるため、連続的な換気に支障が出る例が少なくあり

ません。対象となる自然換気口は、特殊な形状により

冷気の室内環境に及ぼす影響を緩和し、機械換気が機

能しない場合にも最低限の換気量を継続して確保で

きる特性も持っています。 

 この研究は、昨今の住宅デザインに適した換気パー

ツの新たなデザイン開発を行うとともに、当該換気口

の特性を生かした換気計画の提案を目的としていま

す。 
 

 

シンプルでシャープなデザインの住宅に適したステンレ

や防風雨性能を測定した結果、住宅の換気口として十分な

外気の取り入れ時、取り入れ外気がうまく拡散し、壁面に

度を低下させることもないことが分かりました。今後、常

提案してゆく予定です。 

北方建築総合研究所（担当科）
居住科学部住生活科 
環境科学部居住環境科 

共同研究機関
(有)グッドマン、(株
 シンプルでシャープな住宅デザインに適した薄型

のフードを開発し（写真１）、通気特性や防風雨性な

どの機能性を明らかにしました。また、自然換気性能

や室内環境に及ぼす影響を外部環境シミュレータ室

において実測評価しました。写真3は、自然給気時の

換気口周りのサーモカメラ映像です。研究対象の換気

口は、換気口下方の壁面の温度低下がほとんど見られ

ないのに対して、一般的な換気口の場合、大きな温度

低下部位が現れ、冷気が壁に沿って流れ落ちているこ

とが分かりました。換気口を開放しておいても室内環

境を低下させない特性や、強風時の吹き込み防止の特

性を生かした、住宅全体の換気計画を検討する予定で

す。 
 
写真１ 換気フード    写真２ 暴風雨試験の様子
ス製

性能

沿っ

時開

)ポラ
 

 
一般換気口     対象の換気口 

写真３ 換気口周りの温度低下 
大きな 

冷気の 

流れ 
従来品 
開発品
の薄型換気フードを開発し、通気特性

があることが分かりました。また、冷

て冷気の流れができず、周辺壁面の温

放に適した特性を生かした換気計画を

ス、（株）日浦 



 研究期間 平成１９～２０年度 

継続研究報告 

高性能断熱材を使用した新世代高断熱壁体の開発 
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開

不燃性をもつアルミ両面貼りイソシアヌレートフ

ォームボードの熱・湿気物性を測定し、付加断熱材と

して壁体に適用した時の壁内温湿度性状を定常計算

により確認しました。 

非常に高い断熱性能を有する真空断熱材は、建築物

へ使用する際の破損防止、アルミフィルム被覆の熱橋

による周辺部の熱伝導率の増加、耐久性の確保、本来

の断熱性能を発揮することができる施工法の開発な

どいくつかの課題があります。 

本年度は、真空断熱材の平均熱伝導率を推定するた

めに、真空断熱材面内各部位の熱伝導率の分布を測定

し、三次元の定常熱計算での平均熱伝導率推定の可能

性の検討を進めております。 

の

伝

を

ま

設

北
環
 
 

本年度はアルミ両面貼りイソシアヌレートフォームボードの熱・湿気特性を測定し、付加断熱材へ

適用可能性を検討しました。また、真空断熱材の熱伝導率分布の測定、大きさの違いによる平均熱

導率推定手法と簡易計算方法の検討を行いました。 

来年度はアルミ両面貼りイソシアヌレートフォームボードを付加断熱材として用いた際に壁内結露

防止するため、適切な壁体層構成と気象条件を計算と実験により明らかにします。 

た、真空断熱材の目地部や実施工時の断熱性能などの断熱設計手法開発のための基礎データの把握、

計・施工方法開発などを行います。 
方建築総合研究所（担当部科） 
境科学部 

共同研究機関
旭ファイバーグラ
 
 

断熱材及び断熱工法の高断熱化に向けた技術的課題の整理 

物性値の把握 

平均熱伝導率の推定 

建築物使用時の性能検証 

・施工時の破損防止 

・耐久性の確保 

・断熱性能を発揮する施工

法の開発 

熱・湿気物性の測定 

不燃性の確認 

壁体施工時の性能検証 

・断熱性能 

・防露性能（計算・実測） 

・使用条件の確定 

材料の仕様変更→確定 

高断熱壁体システム提案 

真空断熱材 アルミ両面貼り 

イソシアヌレートフォームボード

研究のフロー図 

 

 

真空断熱材の熱伝導率の実測の様子 
1990 年時点に比べて民生用エネルギーは 35%増

ており、住宅・建築物の即応的省エネルギー化が急

となっています。寒冷地の住宅は全運用エネルギー

半分以上を暖房用エネルギーが占めるため、建物の

断熱化を進めることは効果的といえます。 

高断熱化に必須な断熱材として、近年、真空断熱材

ナノテクノロジーを活用した非常に高い性能を有

るものが開発されつつありますが、これらの断熱材

性能評価方法や性能を生かす工法がまだ確立され

おらず、経年変化の影響も不明確です。そこで、本

究ではこれらの高性能断熱材の性能評価方法を確

するとともに、各種断熱材を用いた壁体システムの

発・提案を行うことを目的とします。 
ス㈱ 



 研究期間 平成 19 ～20 年度

継続研究報告 

住宅用燃料電池コジェネレーションシステムの寒
冷地屋外設置に関する研究 

写真1 屋外設置の燃料電池 

 

写真 2 屋内設置の貯湯槽 
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寒冷地において屋外設置タイプの燃料電池コジェネレーションシステムを導入する際の課題と

省エネルギー効果、適切なシステム構成について検討するための燃料電池の発電効率・熱回収効

率・負荷変動特性データを蓄積しました。 

今後は、シミュレーションから実験条件を設定し、機器構成の最適化などを行います。 

 

 共同研究機関
新
 
日本石油㈱ 
北方建築総合研究所（担当部科）
居住科学部人間科学科 
環境科学部居住環境科 
寒冷地屋外設置の課題抽出のために、寒冷地運転サ

トとして実証実験を行い、データ蓄積や屋外設置方

を明らかにします。また、コジェネレーションシス

ムの効率を高めるために、省エネルギー性の高いヒ

トポンプを併用したシステム、電力需要の多い電化

宅向けのシステムについて検討します。研究で行う

験内容は以下の通りです。 

．寒冷地における燃料電池システムの設置方法 

．電熱需要パターンによる機器構成の最適化 

．実験住宅での実証実験 

．北方型住宅での燃料電池システム 

今年度は、設置方法の検討と燃料電池の発電効率

回収効率・負荷変動特性の測定を行いました。
 京都議定書目標達成計画において、環境と経済の両

立を図りつつ、その目標を達成するためには省エネル

ギーに係る技術開発を促進すると位置付けられてい

ます。発電と同時に生じる熱を給湯・暖房に利用でき

る燃料電池コジェネレーションシステムは高いエネ

ルギー効率が期待できます。特に北海道では民生用エ

ネルギーの割合が高く、住宅に置ける省エネルギーの

効果が高くなります。これまで行ってきた寒冷地住宅

での実証実験は、燃料電池を屋内設置したものでし

た。氷点下の環境での燃料電池コジェネレーションシ

ステムの実証データは僅少であり、寒冷地屋外設置の

燃料電池コジェネレーションシステムの課題抽出と

解決方法を明らかにすることを目的とします。
 



 研究期間 平成 1７～20 年度

継続研究報告

住宅の運用基礎エネルギー自給システムと 
その利用法に関する研究 
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図１ 住宅運用エネルギー低減と自給エネルギーのイメージ 
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棟 
日常の住宅における暖房エネルギーの削減、非常時

おける最低限必要な室温の維持と水の確保、建設時

莫大な資源を必要とする住宅本体の耐久性の維持

、本システム構築のための主要な目標としていま

。また、実現性のあるコストとユーザーにとっての

リットを持たせるため、日常・非常時で同一の設備

使用できるなどのシステムの最小化・最適化を目指

、加えて、視覚にうったえる魅力的な空間デザイン

寄与する要素技術開発も行っています。 

今年度は、システム構築の要素技術として、太陽光

用や断熱仕様について、シミュレーションによるエ

ルギーや室温の検討、実験住宅における試験施工・

能検証を行い、今後検討すべき課題を明らかにしま

た。 
 冬の室温をより暖かくするなど、住宅における快適

性や利便性への要求は、人にとって自然な要求です

が、一方で国内のエネルギー消費が増え続ける要因と

もなっています。 

一方、地震などの災害時には、最低限のエネルギー

自給と室内居住環境の確保ができれば、人が受けるダ

メージを緩和できる可能性があります。 

 本研究は日常の省エネルギーと非常時の住宅の維

持を図る技術を構築することによる、新しい住宅像の

創出を目指し、自然エネルギー利用等による住宅運用

基礎エネルギー時給システム構築の基本方向を探り、

効率的な利用方法を提案することを目的としていま

す。 
 次年度は、各要素技術の開発を進め、基本コンセプ

けた研究開発につなげます。また、要素技術の検討結

宅システムの検討・提案を行います。 

 この研究の成果により、快適性・利便性と省エネル

能を維持する新しい住宅システムを構築をすることが

北方建築総合研究所 
環境科学部 

共同研究機関
三井ホーム（株） 
写真１ 北方建築総合研究所の敷地内に立つ実験
トや仕様

果から、

ギー性を

できます。
写真２ 九州に立つ実験
の提案を行い、今後の実用化に向

運用基礎エネルギーを自給する住

併せ持ち、災害時にも最低限の機

 



 研究期間 平成１8～19年度 

終了研究報告 
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通気を用いたガラスファザードの結露防止設計用
ツールの開発 
ガラス外装を多用する建築の省エネルギー対策と

て、自然換気を組み合わせたダブルスキンやエアフ

ーウィンドウが用いられますが、窓面に結露が発生

ることがあり、適切な設計と運用が求められていま

。本研究では、これらの通気窓や階間部のガラス外

部分の結露現象を設計段階で予測し、適切な通気に

り防止するための設計支援ツールを開発すること

目的としています。 

研究項目は、1)基礎データの収集、2)通気時の結露

予測する設計用ツールの検討、3)結露の模型実験、

)設計用ツールの検証と修正です。H18 年度は、こ

までの研究で開発した窓システムの熱設計用ツー

を拡張し、簡易的に吸放湿を考慮した結露の計算を

時に行えるようにしました。今年度は、CFD 解析

よび結露実験との比較から表面結露速度の予測精

を確認し（図 1）、ガラスへ付着できる結露水量の

界値と結露速度が最大となる対流熱伝達率が存在

ることを明らかにしました。その後、エアフローウ

ンドウおよび窓の改修に関するケーススタディを

い（図２）、気象条件に適したシステム、運転方法

あることなどを示しました。さらに、プルウィンド

に関する検討を行い、エアフローウィンドウと比較

ると、窓で発生する冷房負荷の削減効果は小さい

、暖房負荷はそれに近い削減効果が期待でき、結露

生じにくい利点があることを示しました。 
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図1 開発したツール（TAW）とCFD解析結果の比較 

ダブルスキン、エアフローウィンドウ、プルウィンドウ、一般窓に適用できる熱設計支援ツールを開発し

ました。本ツールは、地域、方位、窓の種類、開口条件などを入力することで、窓で発生する熱負荷・表面

温度の計算と吸放湿を簡易的に考慮した結露計算が同時に行えるもので、設計の初期段階でいくつかの窓シ

ステムの効果を容易に比較検討することができます。 

 

共同研究機関
トステム㈱ 

図 2 結露発生状況の比較（一般窓とエアフローウィンドウ）
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北方建築総合研究所（担当科）
環境科学部居住環境科 
居住科学部人間科学科 



 研究期間 平成１8～19年度 

終了研究報告 
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高温型ヒートポンプ室内機による温熱環境改善に
関する研究 
ヒートポンプエアコンは消費電力よりも多くの暖

出力が得られる省エネルギーな機器ですが、室内機

設置位置や吹出し風量が多いことに起因するドラ

ト感や乾燥感、足元の寒さなどの問題が発生し、一

に、温水暖房に比べ、室内温熱環境が劣ると言われ

います。本研究では、次世代省エネルギー基準に適

する比較的暖房負荷の小さな住宅への導入を前提

、温風方式のヒートポンプエアコンにおいて、室内

を工夫することで温水ラジエータに匹敵する室内

熱環境が実現可能であるか検討することを目的と

ています。 

写真１ 測定状況 
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研究項目は、1)吹出し温度、風向、風量可変の室内

の製作、2)試作機の吹出し温度・風量・風向が室内

熱環境に及ぼす影響の検討、3)いくつかの暖房負荷

件における試作機と温水放熱器の比較検討です。今

度は試作した室内機および温水放熱器を用いて、3

の暖房負荷条件のもとで室内環境の物理計測を行

、快適性の国際規格 ISO7730によって評価しまし

。また、被験者による官能評価も実施しました。暖

機の種類や外気温度によって差が見られたのは、窓

面放射温度（図 1）、上下温度差、風速でしたが、

験者実験においては、暖房機による有意な差は認め

れませんでした。また、暖房機の前面からの放射熱

ある（空気への放熱が少ない）ほうが、上下の空気

度差は小さくなりました（図2）。これはCFD解析

も確認されています。 

図 1 面放射温度 
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図2 上下温度分布 

ヒートポンプ室内機の設置方法や温風吹出し方法、放熱方式などを工夫することで、温水放熱器に

近い室内温熱環境を実現できる見通しを得ることができました。本研究はヒートポンプエアコンの室

内機を想定して行われたものですが、得られた結果は温水暖房のファンコンベクターなどにも適用で

きます。 

 

北方建築総合研究所（担当科）
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 研究期間 平成 17 ～19 年度

終了研究報告

外張断熱を主体とした充填付加断熱システムの 
開発 
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高断熱化と施工簡略化を併せ持つ断熱工法の開発を目的に、数値計算や実験室での防露検証を

い、新たな断熱工法として「外張断熱を主体とした充填断熱工法」の手法提案をしました。こ

壁体は、現省エネルギー基準の要求する壁の断熱性能を概ね15～20％向上させることができ

０坪程度の住宅では、灯油に換算して200L/年（札幌）程度の暖房エネルギーを削減できると

測できます。施工に要するコストについては、灯油を９０円/Ｌとした場合、概ね７～９年程度

建設時の施工コスト増を償還できることから、住まい手のメリットも大きく、北海道内の戸建

住宅の省エネルギー化の推進、住環境の向上に大きく貢献できると考えています。 
方建築総合研究所（担当部科） 
環境科学部 

共同研究機関
旭化成建材（株
 

空洞

：板状断熱材

：繊維系断熱材 ：防湿気密フィルム

：内装下地材

施工簡便性

高断熱化

断熱改修への対応

① ② ③ ④

△ × ○ ○

× △ △ ○

× △ △ ○

コスト ○ × △ ○

屋外 室内

① 充填断熱 ② 外張付加断熱 ③ 外張断熱 ④ 提案壁体

空洞

：板状断熱材

：繊維系断熱材 ：防湿気密フィルム

：内装下地材

施工簡便性

高断熱化

断熱改修への対応

① ② ③ ④

△ × ○ ○

× △ △ ○

× △ △ ○

コスト ○ × △ ○

屋外 室内

① 充填断熱 ② 外張付加断熱 ③ 外張断熱 ④ 提案壁体

１ 既存の断熱層構成と本提案壁体（コンセプト）
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図２ 研究調査結果の概覧 
防湿フィルムを設けない壁体は、断熱気密施工を簡

化できますが、壁内での結露やカビの発生が懸念さ

ます。昨年度は、結露とカビの発生に外張断熱材と

填断熱材の熱抵抗比 R/R*が影響を及ぼしているこ

を示しました。実験と数値計算の結果から、現在の

エネ基準(Ｈ11年)よりも15％程度、断熱性能を向

させながら、充填断熱部分が無防湿でも結露やカビ

発生しない断熱壁体を提案しています。本年度は、

の手法を採用した戸建住宅を建設し、実居住下で防

性を確認しました。さらに、建設時の積算・施工検

を通じて、施工簡略化による費用対策効果の検討を

っています。これら結果から住まい手のメリットを

まえ、多くの住宅で適用可能かを検討しています。
戸建住宅の断熱工法は、主に充填断熱と外張断熱の

つに大別されます。充填断熱は、構造躯体の空隙に

熱材を充填するため、壁体内に断熱材が収まる範囲

では比較的低廉に断熱性能を確保できます。一方、

張り断熱は、施工工程で熟練度を要する気密施工を

略化できる利点があります。両者のメリットを併せ

つ新工法が開発されれば、今後の高い省エネルギー

準に対応しつつ、大幅な施工簡略化とともに気密施

のミスが少ない戸建住宅を建設することが可能と

ります。本研究では、外張断熱工法を主体としなが

、繊維系断熱材などを壁体内に充填付加するととも

、防湿フィルムの施工を省略した新たな高断熱化壁

の提案を目的としています。
） 



 研究期間 平成１７～１９年度 

終了研究報告 

夏季の常時通風可能な開口部の 
基本性能評価に関する研究 
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図１ 窓の縦横比と流量係数の関係 
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図3 夜間就寝時の各階の必要有効開口面積 

5m

夏季の防暑と冷房エネルギー削減のため、窓を開け

て夜間換気や通風などができる住まいづくりが望ま

れます。そのための窓（開口部）は、常時開放できる

ように開放時の防音性、防虫性、防犯性、雨水の浸入

防止などの性能が求められます。また、効率的に涼し

さを得るために、必要な開口面積を住宅に適切に配置

することが必要です。しかし、夏の暮らしを考えた開

口部の設計手法は確立されていません。 

本研究では、住宅の夏季の防暑手法である夜間換気

や通風のために常時開放可能な開口部の性能や設計

手法の技術資料の提示を目的としています。 

本研究では、常時開放しておける開口部の①窓単体

の性能評価、②開口面積と配置など住宅全体の設計手

法の検討、③設計資料の作成を行いました。 

①窓の性能評価では、開放時に求められる窓の性能

を整理し、その中の有効開口面積、気流制御、遮音性

能、雨水の浸入防止の性能について評価を行いまし

た。②設計手法では、主に外気冷房に必要な有効開口

面積や窓の高低差などを検討し、設計資料を作成しま

した。最後に、設計資料に基づき窓を開放した実験住

宅の測定やシミュレーションによりその効果を検証

しました。 

囲

必

 窓の有効開口面積の測定では、開き窓の縦横比の違いによる流量係数αの変化を倍率で示し、流量

係数の類推が可能になりました（図１）。遮音性能の測定では、開き窓の開き幅5ｃｍ開口の場合、全

開と比べると最大で9dB程遮音できることを示しました。防雨性能では、庇下の雨のかからない範

を示しました（図２）。設計手法では、内外温度差があるときに室内を快適にするために住宅全体で

要な窓の有効開口面積を示しました（図３）。 

以上の結果を基に、設計者向けの窓設計ガイドライン（普及資料）を作成しました。 
  

北方建築総合研究所（担当部科） 
環境科学部 

共同研究機関
㈱カネカ     トステム㈱ 
㈱シャノン    YKK AP㈱ 



 研究期間 平成１７～20年度 

中間研究報告 
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外気温－26.6℃ 
 民生用のエネルギー消費量は増加しており、住宅の

省エネルギー化をさらに推進していく必要がありま

す。本研究は、寒冷地においてエネルギー収支ゼロ＊

を達成し、また、夏季の暑さ対策にも配慮した通年快

適な住宅を提案することを目的としています。 

＊エネルギー収支ゼロ：暖冷房・給湯などのエネル

ギー消費と発電によるエネルギー生産を差し引き

した年間のエネルギー収支をゼロとする 
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寒冷地における木質パネル住宅のゼロエネルギー
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図１ モデル住宅室内の上下温度分布 
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研究項目は、1)ゼロエネルギーを達成するための断

・換気・暖房・発電仕様の検討、2)モデル住宅にお

る技術の検証、3)シミュレーションによる最適化の

討です。 

H17 年度は、既存の住宅のエネルギー消費量と発

量のデータを用い、数値シミュレーションによって

幌の戸建て住宅でエネルギー収支ゼロを達成でき

可能性を示しました。H18 度は、モデル住宅に用

る冷暖房パネルの性能測定を実施、いくつかの暖房

式の温熱快適性について検討しました。上下温度差

床暖房、天井暖房、放熱器の窓前設置の場合に小さ

、対流式暖房では幅1mあたりの放熱量が大きいほ

温度差も大きくなることなどがわかりました。H19

度はモデル住宅を建設し、実測を開始しました。上

温度差（図1）は ISO7730の推奨基準を満たすこ

が示され、暖房ヒートポンプの性能（図2）なども

らかになってきています。 

図 2 暖房ヒートポンプの熱出力と消費電力 

これまで、実測やシミュレーションによってエネルギー収支ゼロを目指した住宅の機器性能や室内

環境について明らかにしてきました。来年度はモデル住宅の実測と平衡して、実測結果をもとにした

シミュレーションモデルを構築し、道内各地におけるエネルギー収支ゼロの可能性を明らかにする予

定です。 
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環境科学部居住環境科 
居住科学部人間科学科 

共同研究機関
㈱ミサワホーム総合研究所 



 研究期間 平成１８～２０年度 

継続研究報告 

住宅換気システムの衛生に関する基礎的研究 
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住宅の換気は、人と建物の健康を保つために必要で

す。しかし、換気システムの各部（フィルター・ファ

ン等）の汚れにより換気の性能が低下することが問題

となっており、衛生管理の必要性が問われています。

本研究は、長期的な運用により換気システム自体が汚

染する可能性と汚染する場合のメカニズムを把握し、

換気システムの汚染しにくい設計や衛生管理（清掃箇

所・清掃頻度）に関する基礎的知見を得ることを主た

る目的としています。 

 
図1 室内粉じん積算吸込み量と風量低下の観測 

 

 
図2 換気ダクト内の粒子の移動シミュレーション 

この研究では、まず、室内や屋外の粉じんの構成、

挙動、物性等の性質を文献により調査します。また、

実際の換気システムへの粉じんの付着と換気風量低

下の関係を実験により把握します。次に、換気システ

ム内の気流をシミュレーションします。それらを基

に、換気システムの汚れの発生しやすい条件、衛生的

な換気システムの要件などを整理します。 

本年度は、昨年度から引き続き、換気システムの長

期間運転による汚れと風量低下の観測を行いました。

また、代表的な換気システムの気流シミュレーション

モデルを作成しました。 
 汚れと風量低下の観測により、粉じんの付着が一定量に達すると風量の低下が加速する傾向がある

ことがわかりました。 

 次年度は、引き続き換気システムの風量低下の観測を行い、メンテナンスをしない場合の風量の変化を

明らかにする予定です。また、換気システム内の粒子移動のシミュレーションにより、システム内に粒

子が沈着しやすい条件を調べる予定です。それらを基に、衛生的な換気システムの要件や設計の留意

点を整理します。 
 

北方建築総合研究所（担当部科） 
環境科学部 

共同研究機関
 



 研究期間 平成１９年度 

終了研究報告 

地盤置換工法の寒冷地対応に関する研究 

 当所ではこれまで、樹脂系の板状断熱材で建物周辺

地盤を断熱することにより、凍結深度を軽減するスカ

ート断熱工法を開発し、広く普及を図って来ました。

本研究が対象とする地盤置換工法は、図１に示すよう

に発泡ポリスチレン断熱材で基礎下の地盤を置き換

えることで、不同沈下を制御する工法で、この断熱材

がスカート断熱と同様な働きをすることが期待され

ました。本研究は、軟弱地盤に適した発泡ポリスチレ

ン断熱材を用いた、基礎の地盤置換工法を用いて、凍

上防止や省エネルギー性に優れた新たな工法を開発

することを目的としています。 

 

 この研究では、地盤置換工法の寒冷地対応として、

凍上防止に必要な性能を、スカート断熱の凍上防止性

能の計算方法によって検討するとともに、釧路に実験

的な基礎を設置し、その結果を確かめました。また、

断熱性能や基礎の構造性能を検討しました。 

 この結果、この工法の一般仕様で、道内のほぼ全域

で凍上防止が図られることや、図２に示すように一般

の基礎断熱に比べて床下の熱損失がほぼ半減するこ

とが明らかになりました。また、基礎深さを GL 下

300mmとした場合、鉄筋サイズを調整することで、

従来の GL 下 450mm 基礎と同等以上の構造強度を

持たせることができることが分かりました。 

共同研究機関
(株)ピーエル
中村物産(有)
 

G L  

断熱材 2 0 0 m m  

砕石 1 0 0 m m

砂 3 0 m m

コンクリート 1 5 0 m m

調整コンクリート 5 0 m m
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図1 地盤置換工法 
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図２ 冬期５ヶ月間の一次エネルギー消費量 

べた基礎  布基礎  基礎のみ  +土間下
基礎断熱+スカート断熱

2年目

200mm厚 300mm厚
地盤置き換え工法

1年目
、

研究対象となった地盤置換工法は、軟弱地盤の不同沈下を制御して、地震時の液状化対策としても

有効な工法ですが、厚い断熱をべた基礎下に施工するため、凍上防止や断熱性の向上など寒冷地特有

の課題にも効果が期待されました。研究の結果、同工法が道内多くの地域で十分な凍上防止効果を持

つことが明らかになり、断熱性の向上効果も期待以上のものとなりました。また、GL下 300mmで

GL下 4５0mmの基礎と同等以上の構造強度を実現する仕様も明らかにできたので、今後、一般のス

カート断熱べた基礎仕様を含めて、GL下 300mmについて必要仕様を整理し、全道を対象に標準仕

様としてまとめていきます。 
ジー 
 

北方建築総合研究所（担当科）
居住科学部人間科学科 
環境科学部居住環境科 
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 研究期間 平成 19 ～20 年度

継続研究報告
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本年度は、住宅の熱負荷シミュレーションによる省エネルギー性の予測を行い、その結果に

いて、試験改修住宅を建設しました。現在、住まい手のご協力を得ながら、省エネ性能の実

査を実施中です。 

次年度は、性能調査による省エネルギー性の分析を行うと同時に、居住者への住まい方マニ

ルの構築など、ユーザーの理解度の高い技術提案のプレゼンテーション手法について検討を

する予定です。 
方建築総合研究所（担当部科） 
環境科学部 

共同研究機関
（株）ホーム
Ｊ建築システ
 

改修前住宅

過去の共同研究の提案 今回の研究による提案

全体の外張断熱改修
（建物全体が次世代省エネ相当になる）

全体の外張断熱改修
＋

主要居室の高断熱化

暖房エネ
最小化

暖房機

外張断熱

結露しない程度の僅かな暖房

主要居室の
ポスト次世代省エネ化

改修前住宅

過去の共同研究の提案 今回の研究による提案

全体の外張断熱改修
（建物全体が次世代省エネ相当になる）

全体の外張断熱改修
＋

主要居室の高断熱化

暖房エネ
最小化

暖房機

外張断熱

結露しない程度の僅かな暖房

主要居室の
ポスト次世代省エネ化

図１ 研究の概要（コンセプト） 

 

写真１ 現在調査中の試験改修住宅 
ライフステージに応じた暖房エネルギーの最小化
に向けた住宅の断熱技術開発 
本研究では、建物全体を省エネルギー基準に適合す

よう、外張断熱による断熱改修を施した上で、居

・台所などの主要生活部分に更に断熱を施す技術を

築します。少人数世帯では、居間・台所での生活が

体となりますので、それら部分の断熱強化と区画化

、対象となる部屋のみを快適に暖房し、その他の部

は、結露しない程度の僅かな暖房を行って、暖房エ

ルギーの使用量を最小化することがコンセプトと

ります。この技術構築によって、全室暖房が前提で

った多くの高断熱住宅に比べて暖房空間を小さく

きるため、省エネ化を実現しやすくなります。また、

室の温度を若干下げるなど、住まい手のニーズに応

た各室の室温調整もしやすくなると考えられます。
当所では、過去の研究において、築３０年前後の住

の全体に外張断熱・セントラル暖房を採用すること

、住宅全体を新築レベルにまで断熱改修する住宅改

システムを提案しています。しかし、子供が自立し

少人数世帯も多く、使用されていない部屋があるた

に、建物全体を暖かくすることよりも、さらなる省

ネ化を望んでいるケースがあること、全居室に均一

温度を要望していないことなどが明らかとなって

ます。このため本研究では、子供の成長や親の高齢

など、住まい手のライフステージの変化や部屋の温

環境ニーズに対応して、さらなる省エネ性の向上が

能な住宅改修手法の提案を行うことを目的として

ます。 
トピア 
ム（株） 



 研究期間 平成１9～20年度 

中間研究報告 

住宅用トータルエネルギー予測プログラムの開発 

気象データ

需要データ
・給湯
・照明・コンセント
・調理

機器データ

暖冷房負荷、室温計算

機器温度、エネルギー消費量、発電量計算

CO2排出量、一次エネルギー計算

運転コスト計算料金体系

暖冷房負荷データ 住宅データ

 太陽光発電やヒートポンプのほか、住宅用コジェネ

レーションシステムが市場に投入されるなど、住宅に

おいてもエネルギーシステムは多様化してきていま

す。省エネルギーの選択肢が広まった反面、どのよう

なシステムを導入するのが最も効率的で環境負荷が

小さく、また、省コストにもなるのか、選択に迷うの

が現状です。本研究は、適切なエネルギーシステムを

導入するため、年間のエネルギー消費量や CO2 排出

量、コストなどを、設計にかかわる建築士などが事前

に推定できるツールを開発することを目的としてい

ます。 

図 1 プログラムの構成 
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研究項目は、1)住宅の熱・電力需要に関する資料調

査、2)設備機器の性能調査、3)気象データの整備 4)

運転コスト算定のための料金体系の調査、5)年間エネ

ルギー消費量、CO2排出量、コスト算出手法の検討

6)プログラム開発です。今年度は各機器の数値モデル

を検討し、年間エネルギー消費量などの計算アルゴリ

ズムを構築しました。また、文献等を参考にして住宅

の熱・電力需要データを整備しました。住宅の暖冷房

負荷は SMASH など既存の動的負荷計算プログラム

の計算結果を利用するモードと、熱損失係数と窓デー

タの入力で簡易負荷計算を行うモードを用意してい

ます（図 1）。計算例として、暖房・給湯をヒートポ

ンプで行い、太陽光発電パネル 3kW を採用した場合

の電力量を図2に示します。 

計算条件 
札幌、総熱損失係数170W/K 、暖房・給湯：空気熱源HP 
第3種 換気、太陽光 発電定格3ｋW 、IH クッキングヒーター

図2 計算例 

住宅の断熱性能、建設地、暖冷房・給湯などの設備を入力することで、戸建住宅の年間エネルギー

消費量や CO2 排出量、運転コストを算出するコンピュータプログラムを開発しています。来年度は

機器データ、ユーザーインターフェースの整備などを行い、プログラムを公開する予定です 

 

北方建築総合研究所（担当科）
環境科学部居住環境科 
居住科学部人間科学科 

共同研究機関
北海道大学 
(財)ベターリビング 



 研究期間 平成１７～１９年度 

終了研究報告 

 

断

に

は

示

ー

含

か

ノ

打

こ

方

伝

せ

ロ

る

断

２

難

よ

は

に

い

発泡プラスチック系断熱材を用いた
RC造断熱工法の設計情報構築 
  
図１ せん断強度・せん断弾性係数の測定 

 

 

断熱材 

熱流センサ

図２ 実大実験棟の断熱材    図３ 断熱材内部の熱流センサ
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図４ コンクリート打設後の熱伝導率変化 

（小型サンプルによる測定） 

再

PUFせん断 

XPS 

せん断 

２期工事外断熱(南)

外装施工前 
RC 造断熱設計において必要となる性能として、熱

導率（経時変化を含む）、透湿率、曲げ・圧縮強度、

ん断強度・弾性係数の測定（図１）を行い、ノンフ

ン断熱材の特性を明らかにしました。 

実建物に施工された状態で断熱性能が発揮されてい

かを確認するため、屋外に打込み実験棟を建設し、

熱材内部の熱流と表面温度の測定を行いました（図

，３）。変動する気象条件下では絶対値での評価は

しいものの、方位や内・外断熱、施工時期の違いに

る差があること、経年による相対変化が小さいこと

確認されています。 

打込み時の含水による断熱性能への影響をより精緻

把握するため、小型サンプルによる打込み実験を行

、含水時と再乾燥時のデータを得ました（図４）。

 

ＲＣ造建築の断熱工法においては、工期を短縮でき、

熱材と躯体の付着性がよい「打込み工法」が一般的

用いられるようになってきています。従来、断熱材

乾燥状態で使用されることを前提に断熱性能が提

されていますが、初期に多量の水分を含むコンクリ

トに接する打込み工法において、断熱材がどの程度

水するか、所定の断熱性能を発揮できているかどう

という情報が不足しています。 

本研究では、環境問題への対応から今後主流となる

ンフロン発泡プラスチック断熱材を対象に、RC 造

込み工法において必要となる性能を明らかにする

と、実測データから打込み工法に適した材料、使用

法を明らかにすることを目的としています。 
小型サンプルによる測定結果から、断熱材種類によっては、コンクリ

期水分の影響を受けるものもあることがわかりました。しかし、一時的

発するのを妨げない構成とすれば、再乾燥後は本来の断熱性能に近づく

クリート打設から使用開始までは３ヶ月程度の期間があることから、実

それほど大きくないことがわかりました。今後はこのように用途や工法

慮した性能を表示していくこと、測定方法の検討も含め信頼性の高いデ

要といえます。断熱材の性能変化は長期にわたるため、実験棟での測定

北方建築総合研究所（担当部科） 
環境科学部 
 
 

共同研究機関
㈱JSP、旭化成建材㈱、アキレス㈱
 
 

湿潤時
ート打設後３ヶ月程度まで

に含水した断熱材の水分

こと、通常の建築の場合

際の使用上初期水分の影

に応じて実際の使用環境

ータを蓄積していくこと

は今後も継続します。 
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 研究期間 平成１７～１９年度 

終了研究報告 

⑤北海道エコマテリアル“do! Ecomat ”
開発支援システム 構築

（全機関）
開発ロードマップ・開発カルテ
評価方法・データベース

④ 製品の提案
（全機関）

機能性向上・新開発

③建材用途・使用用途に応じた総合評価手法の検討・構築
（道立４機関＋北大）

・用途に応じた性能評価 ・安全性評価手法の整理・構築 ・各種性能評価

③建材用途・使用用途に応じた総合評価手法の検討・構築
（道立４機関＋北大）

・用途に応じた性能評価 ・安全性評価手法の整理・構築 ・各種性能評価

①原料の特性把握
・機械強度（工試、林産試）

・吸放湿性能、不燃性能（北総研、工試）

・ＶＯＣ、健康安全性評価（衛研、林産試）

・地下資源の原料特性評価（工試、北大）

①原料の特性把握
・機械強度（工試、林産試）

・吸放湿性能、不燃性能（北総研、工試）

・ＶＯＣ、健康安全性評価（衛研、林産試）

・地下資源の原料特性評価（工試、北大）

②加工・成型技術の開発
・焼成・成形技術（工試）

・ボード化、乾燥・炭化技術（林産試）

・接着技術（工試、北総研、衛研）

・水熱反応技術（北総研） 他

②加工・成型技術の開発
・焼成・成形技術（工試）

・ボード化、乾燥・炭化技術（林産試）

・接着技術（工試、北総研、衛研）

・水熱反応技術（北総研） 他

共同研究者
（民間企業等）

共同研究者
（民間企業等）

技術や製品ごと
の共同研究

アウトプット

既存製品
評価

既存製品
評価

⑤北海道エコマテリアル“do! Ecomat ”
開発支援システム 構築

（全機関）
開発ロードマップ・開発カルテ
評価方法・データベース

④ 製品の提案
（全機関）

機能性向上・新開発

③建材用途・使用用途に応じた総合評価手法の検討・構築
（道立４機関＋北大）

・用途に応じた性能評価 ・安全性評価手法の整理・構築 ・各種性能評価

③建材用途・使用用途に応じた総合評価手法の検討・構築
（道立４機関＋北大）

・用途に応じた性能評価 ・安全性評価手法の整理・構築 ・各種性能評価

①原料の特性把握
・機械強度（工試、林産試）

・吸放湿性能、不燃性能（北総研、工試）

・ＶＯＣ、健康安全性評価（衛研、林産試）

・地下資源の原料特性評価（工試、北大）

①原料の特性把握
・機械強度（工試、林産試）

・吸放湿性能、不燃性能（北総研、工試）

・ＶＯＣ、健康安全性評価（衛研、林産試）

・地下資源の原料特性評価（工試、北大）

②加工・成型技術の開発
・焼成・成形技術（工試）

・ボード化、乾燥・炭化技術（林産試）

・接着技術（工試、北総研、衛研）

・水熱反応技術（北総研） 他

②加工・成型技術の開発
・焼成・成形技術（工試）

・ボード化、乾燥・炭化技術（林産試）

・接着技術（工試、北総研、衛研）

・水熱反応技術（北総研） 他

共同研究者
（民間企業等）

共同研究者
（民間企業等）

技術や製品ごと
の共同研究
技術や製品ごと
の共同研究

アウトプット

既存製品
評価

既存製品
評価

 
図１ 研究体制とアウトライン 

 

表１ 道内で利用できる技術 

・焼成技術 

・ボード化技術 

・乾燥・炭化技術 

・接着技術 

 （バインダーレス接着技術） 

・水熱反応技術

・廃石膏ボードリサイクル技術

・鉱物資源組成特定手法

下線は本研究で提案した新技術  

表２ 評価項目 

・吸放湿性能（湿度応答）

・化学物質放散性能 

・化学物質吸着性能 

・脱臭性能 

（アンモニア・酢酸）

・不燃性能 

・遠赤外線性 

・実住宅施工時の 

室内空気質・室内湿度 

 

  
調湿タイル    木炭ボード（天井施工） 化学物質吸着ブロック 

図２ 開発製品 

 

最初に道内で入手可能な種々の未利用資源につい

て、素材の特性を調査し、検討対象素材を選定しまし

た。また、道内で利用できる既往の建材の加工・成形

技術を整理するとともに、新たな技術を提案しました

（表１）。建材に求められる各種性能については、健

康・安全をキーワードに、定量的評価手法をまとめま

した（表２）。最終年度には道内企業の技術相談に応

じる『建材開発支援システム』の試行を開始し、利用

しやすいシステム構築の検討を行っています。 

具体的な製品化については、未利用資源を活用した

「調湿タイル」「木炭ボード」「化学物質吸着ブロック」

の３製品を開発し、それぞれ材料の性能評価や実住宅

施工時の性能確認、施工方法の提案等を行いました。

た

こ

地

下

ベ

た

た

健康・安全に配慮した建材開発を進める上で重要となる各種性能について定量的評価が可能となっ

とで、今後の新たな建材開発を支援できる情報・体制が整備されました。 

2007 年 7 月から試行された『建材開発支援システム』では４件の相談が寄せられ、うち１件は

資源を用いた内装塗り壁材開発として継続します。本研究で蓄積された材料や技術に関するデータ

ースも４機関で共有化され、開発支援に活用されます。 

本研究で開発した建材については一連の性能評価を行うとともに、実住宅施工時の効果も確認でき

め、今後は生産体制の確立や設計情報の整備を行い普及につとめる予定です。 
道内未利用資源を利用する建材開発と評価システムの提案

－北海道エコマテリアル ”do! Ecomat”システム構築に向けて－ 
 
共同研究機関
北海道立衛生研究所、工業試験場、林産試験場 
北海道大学 
(財)下川町ふるさと開発振興公社、㈱アイセック 
北方建築総合研究所（担当部科）
環境科学部 
生産技術部技術材料開発科 
 

北海道には農林水産業などから排出される廃棄物、

地下埋蔵物、建築解体時に生じる副産物・廃棄物など

の未利用資源が多く存在します。近年の環境や健康へ

の関心を反映して、これらの未利用資源を加工した建

材等も多く製品化され始めていますが、品質や性能、

コスト面で課題をもつものも少なくありません。 

本研究に先立って行われたシックハウス・シックス

クールの調査結果からも、より安全性の高い建材の開

発、定量的評価手法の確立が求められています。 

本研究では道立４機関が連携し、未利用資源を建材

等に製品化し、廃棄物抑制や地域ビジネス創出に貢献

すると共に、用途に応じた性能指標と評価手法を構築

し、道内企業の開発を支援することを目的とします。



 研究期間 平成１７～１９年度 

終了研究報告 

一般廃棄物溶融スラグの建設資材化技術 

ー

ク

同

注

本研究により，溶融スラグを細骨材に用いたコンクリートの諸物性が明らかになり，コンクリ

ト用細骨材として活用することが可能となりました。なお，溶融スラグを細骨材に用いたコン

リート二次製品は，エコスラグコンクリート製品として北海道リサイクル製品認定を受け，共

研究機関である日本コンクリート製品協会にて実用化されました（写真２）。本製品は北海道発

の道産資材モデル工事や室蘭市発注の道路工事へ採用されています。 

 

 

北方建築総合研究所（担当部科） 
生産技術部技術材料開発科 
 
 

共同研究機関
独）土木研究
中）日本コン
写真１．溶融スラグ 

写真２．溶融スラグを用いて製造した 

エコスラグ縁石 
 本研究では，溶融スラグをコンクリート用の細骨材

に用いた場合の性状の検討及びプレキャストコンク

リート用の細骨材に用いた場合の検討をそれぞれ行

いました。その結果，細骨材中の溶融スラグ置換率を

大きくした場合，コンクリートの圧縮強度は低下しま

したが，凍結融解抵抗性は天然骨材を用いたコンクリ

ートと同等であることが分かりました。 

これらの結果はプレキャストコンクリートでも同

様の傾向でしたが，圧縮強度の低下は置換率がある一

定の範囲内であればプレキャストコンクリート製品

として支障のない範囲に収まることが分かりました。

 

 

 溶融スラグとは，家庭や事務所などから出る一般ご

みを焼却した後，高温にて溶融し，さらに急冷固化し

たものです。（写真１） 

現在は最終処分場の覆土材などに用いられていま

すが，今後，溶融固化施設数の増加に伴い発生量の増

加が予測されており，リサイクル用途の拡大が急務と

なっています。 

本研究は，溶融スラグをコンクリートの材料の一つ

である砂（細骨材）の一部と置換としてリサイクルす

ることを目的としました。 

 

 

 

所 寒地土木研究所，西いぶり広域連合 
クリート製品協会，北海道立工業試験場 



 研究期間 平成 18～20年度

終了研究報告

 

１．セルフクリーニング分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．空気浄化分野 
 

可視光照射 

 

 

5mm汚染ガス

光源（可視光線）

1.0L/min

試験体（50×100mm）ガラス板

5mm汚染ガス

光源（可視光線）光源（可視光線）

1.0L/min

試験体（50×100mm）ガラス板

試験装置（流通式） 
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化学物質(HCHO)濃度の低減 

 

図３ 光触媒による空気浄化機能の評価方法（流通式） 

 

図１ 水接触角（左６０度、右１８度）

トタン（塗布なし）

新品 暴露後（２枚）

トタン（塗布なし）

新品 暴露後（２枚）

トタンＡ２（光触媒）

新品新品 暴露後（２枚）

トタン（光触媒の一例）トタンＡ２（光触媒）

新品新品 暴露後（２枚）

トタン（光触媒の一例）

図２ 暴露試験（１８２日後）結果 
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道立試験研究機関と北海道大学が連携し、光触媒性能評価試験方法の実施体制構築を進め、関連す

JIS の性能評価試験を実施することが可能となりました。また、光触媒を用いた製品開発を行う中

、光触媒応用技術に関するノウハウも蓄積されました。 

各機関における研究成果をより有機的に結びつけ、効率的な技術相談対応を行うため、平成 20 年

月より「北海道光触媒技術支援ネットワーク」が開設されました。当所もこのネットワークの一員

して参画し、光触媒応用製品の開発を支援していきます。 
光触媒機能評価システムの構築および
活用製品の開発 
１．セルフクリーニング分野 

セルフクリーニング機能のJIS案試験方法に沿った

試験の実施体制の整備を行い、初期性能を評価したサ

ンプルでの長期屋外暴露性状に及ぼす各種要因につ

いての検討を行いました。また、耐久性の試験方法の

確立へ向け、促進耐候性試験等を利用し、実環境での

暴露性状との対比なども行いました。 

２．空気浄化分野 

 光触媒による空気浄化機能の評価方法の確立を目

指し、林産試験場とともに JIS 案に準じた試験が実施

できるように、試験技術の構築、評価体制の整備を行

いました。さらに活用製品の開発を通じて、光触媒の

応用技術について技術的な検討を行いました。
酸化チタン光触媒技術は、応用範囲が広く様々な業

・事業分野での環境ビジネス技術として注目されて

ます。しかしながら、その性能の適切な評価方法が

だ整備されておらず、市場の健全な育成のためにも

価方法の早急な確立が望まれています。そのため、

研究では、道立試験研究機関と北海道大学が連携し

製品開発を効果的に技術支援するネットワークを

築し、光触媒のセルフクリーニング、抗菌防カビ、

浄化、空気浄化機能分野にわたる総合的な評価シス

ムを開発することを目的としています。 

当所では技術材料開発科が、工業試験場とともにセ

フクリーニング分野を、安全科学科が林産試験場と

もに空気浄化機能分野をそれぞれ担当しています。
 

方建築総合研究所（担当部科） 
産技術部技術材料開発科 
境科学部安全科学科 

共同研究機関
工業試験場、北海道大学触媒化学研究センター 
林
 
産試験場、食品加工研究センター 



 研究期間 平成 12～  年度

継続研究報告

建築材料の耐久性に関する調査 
 

長

の

の

 

要

を

を

 

 

 

 

 

表１ 屋外暴露試験における外観観察及び反り測定の
結果 

1 2 3 4 5 6 7 8

2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

3 ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎ ○ ◎

4 ◎ ◎ ◎ ◎ ■ □ ■ ◎

6 ◎ ◎ ◎ ◎ ■ ■ ■ ◎

9 ◎ ◎ ◎ ◎ ■ ■ ■ ◎

10 ◎ ◎ ◎ ◎ ■ ■ ■ ◎

0.2 6.1 1.6 3.7 3.3 9.9 4.4 0.6

2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

3 ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎ □ ◎

4 ◎ ◎ ◎ ◎ ■ ◎ ■ ◎

5 ◎ ◎ ◎ ◎ ■ ◎ ■ ◎

6 ◎ ◎ ◎ ◎ ■ ◎ ■ ◎

10 ◎ ◎ ◎ ◎ ■ ◎ ■ ◎

0.4 7.3 1.2 3.9 4.5 4.8 1.6 0.6

2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎

3 ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎ □ ◎

4 ◎ ◎ ◎ ○ ■ □ ■ ◎

6 ◎ ◎ ◎ ○ ■ □ ■ ◎

8 ◎ ◎ ◎ ○ ■ ■ ■ ◎

－ － － － － － － 0.2

※　◎：凍害発生なし　○：凍害の兆候あり　□：凍害が
　　顕在化　■：はく離、欠損、粉体化あり
　　反りは、長さ300mmの試験体による測定結果を長さ
　　900mmの場合に換算した値
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屋外暴露試験の結果、GRC系は凍害劣化が見られず、耐凍害性に優れていることが確認されました

、大きな反りを生じるものがありました。サイディング系は耐凍害性や反りに幅のあることがわか

ました。樹脂板は、凍害劣化が見られず、反りも少ない結果となりました。 

平成 20 年度には凍害と反りに関する迅速評価法の検討を行うとともに最終の取りまとめを行いま

。 
この研究では、気候特性の異なる道内５カ所で、外

熱複合パネル、窯業系サイディング用シーリング

、屋根用・外壁用金属材料を屋外暴露し、耐久性に

する調査研究を行っています。測定項目は、外観、

量、厚さ、強さ、伸び、色、光沢などのほか、凍結

解試験、キセノンランプによる促進耐候性試験及び

水噴霧/乾燥/湿潤の複合サイクル試験等の促進試

を実施しています。 

本年度は、複合パネルの屋外暴露試験結果について

告します。試験に供した複合パネルは、ガラス繊維

化セメント板系（以下、GRC 系）３種類、サイデ

ング系４種類、火山れきサンドアッシュフェノール

脂板（以下、樹脂板）１種類の合計８種類で、凍害

化状況の観察や反りの測定を行いました。 

 

建築材料の耐久性等に係る情報の整備は、建築物の

寿命化や廃棄物の発生抑制、ライフサイクルコスト

低減を図るとともに、高耐久製品や耐久性向上技術

効率的な開発等に向けてとても重要です。 

この調査研究では、新規建材やその年代における主

な建材を取り上げて屋外暴露試験および促進試験

行い、耐久性等に関する情報整備や耐久性評価技術

確立することを目的としています。 
方建築総合研究所（担当部科） 
産技術部技術材料開発科 

共同研究機関
 



 研究期間 平成 19～20年度 

継続研究報告 

寒中高強度コンクリートの強度増進に関する研究 
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     普通セメント        低熱セメント 
 現在市販されているセメントのうち，普通ポルトラ

ンドセメント，中庸熱ポルトランドセメント，低熱ポ

ルトランドセメント，フライアッシュセメントB種に

ついて，水セメント比60～30％のコンクリート（４

週水中養生の圧縮強度で 30～75N/mm2の範囲）を

作成し，養生温度，条件を変えた場合の強度増進性状

について検討し，強度予測式の提案を行います。さら

に，各種セメントを使用したコンクリートでの，氷点

下での強度増進性状についても実験を行い，提案した

各種セメントに対応した強度予測式の氷点下温度へ

の拡大利用についての検討も行います。 

 

寒中コンクリート（コンクリートが凍り強度が出な

なる恐れがある気温以下で打設するコンクリート）

事は，本道の建築工事の通年施工において重要・必

な技術です。近年，施工技術の発展に伴い，マスコ

クリートや高強度コンクリートが増加し，これまで

建築工事では使用の少なかった発熱量が小さい中

熱ポルトランドセメント，低熱ポルトランドセメン

等の利用が拡大されています。これらのセメントを

ったコンクリートの寒中工事も行われつつありま

が，現状では対応する技術指針類が少ないため，効

的な工程管理ができているとはいえません。そのた

，本研究では多種多様なセメントに対応することの

きる強度増進推定方法の確立を目的としています。
図３
 

 今年度は予定していた市販セメントを使用したコン

状の検討を引き続き行っているところです。次年度は

験を継続し，あらたに氷点下でのコンクリートの強度増

 

 

北方建築総合研究所（担当部科） 
生産技術部技術材料開発科 
 
 

共同研究機関
 
 
 

材齢（時間)

図２ 簡易断熱養生でのコンクリートの温度履歴の一例
 コ

クリ

引き

進

図１ 寒中コンクリートでの採暖養生の一例
ンクリートの強度増進の

ート試験体を作成

続き長期材齢での

性状の検討を行う
水セメント比30%
一例（水セメント比30%）

し，その強度増進性

コンクリート強度試

予定です。 



 研究期間 平成 19～20年度 

継続研究報告 

自己修復コンクリートの実用化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ フライアッシュ 

図１ コンクリートの微細ひび割れ 
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図４ 凍結融解試験結図３ 空気量の経時変化 
 今年度は，コンクリート工場での試験練りと実機によるコンクリートの製造を終了し，作成し

たコンクリート試験体の耐久性・力学性状の各種試験を進めています。また，大型試験体の暴露

試験も同時に開始し，非破壊試験方法のひとつである超音波伝播速度の測定を定期的に行ってい

ます。 

今後は，引き続き耐久性・力学性状の試験を進め，実機で製造された「自己修復コンクリート」

品質・性状の検証を行っていきます。また，実環境における長期性状の確認も進めていきます。

 

 最初に，実際のコンクリート工場の協力を得て，提

案した調合手法を用いたフライアッシュを使用した

自己修復コンクリートの実機調合を試し練り（5０ℓ）

によって決定します。次に，実機でコンクリートを製

造（1.5㎥）し，そのフレッシュ性状の検討を行いま

す。製造したコンクリートでは，圧縮強度増進，中性

化，乾燥収縮，凍結融解抵抗性などの基本性状の確認

および試験室内における自己修復性状の確認を行い

ます。同時に，大型試験体を作成し，気象条件の異な

る道内3箇所（室蘭，江別，旭川）で長期間にわたる

屋外暴露を行い，実環境での劣化と修復状況の確認を

行っていきます。 

  
 現在，建築物には高い耐久性と信頼性の確保が求め

られ、主要構造材料であるコンクリートにも高い信頼

性が求められています。当所では，平成 16～18 年

の３年にわたり，供用期間に乾燥収縮や凍結融解作用

等による微細なひび割れが生じても，それを自ら修復

する機能を付加した信頼性のある「自己修復コンクリ

ートの開発」を行い，フライアッシュを使用した調合

設計手法を示すことができました。 

 今年度からは，実際のコンクリート工場において，

提案した調合設計手法による「自己修復コンクリー

ト」を製造し，その性状，品質の確認を行う過程で，

高い信頼性の検証と製造面での課題の整理・解決を行

い，「自己修復コンクリート」の実用化をはかります。
北方建築総合研究所（担当部科） 
生産技術部技術材料開発科 
 
 

共同研究機関
室蘭工業大学 
日鐵セメント㈱ 
 



 研究期間 平成 17～19年度 

終了研究報告 

既存木造住宅の生物劣化診断手法の開発 

 これまで腐朽の有無を検出するのみにとどまって

考慮して体系化し、実用性を高めました。 

 本研究の成果は、「住宅の腐朽・虫害の診断マニュ

メンテナンスマニュアル改訂版（(社)日本木材保存

本木材保存協会）」などで活用されています。今後は

啓発を行います。 

北方建築総合研究所（担当部科） 
生産技術部生産システム科 
 
 

共同研究機関
北海道立林産
国立大学法人
 

 

 

試験片を採取しても残存強度86%

DNA分析による腐朽菌の検出法

試験片採取方法の検討

微破壊試験法による評価
非破壊手法の模索 

釘の残存耐力の把握へ 
強制腐朽処理への挑戦 

既存住宅

部分腐朽した壁体の性能評価へ 

処置方法を整理し、生物劣化に対する維持管理システムとして提案
例）危険度小 → 環境改善のみ 
危険度中 → 環境改善＋薬剤処理 
危険度大 → 部材交換 
 

 本研究で取り組んだ事項は次の通りです。 

①道内木造住宅の構法仕様と腐朽との関係を調査 

②木材中に存在する腐朽菌の同定技術を確立  

③木材中の腐朽菌の存在範囲を特定するための資料

採取方法を開発 

④目視以外の非破壊的な手法等(ﾋﾟﾛﾃﾞｨﾝ、打撃音、弾

性波等)を用いて、木質部材における残存強度の推定

手法を検討  

⑤劣化を受けた構造体の残存耐力を推定 

⑥生物劣化の状況に応じた処置方法を整理し、生物劣

化に対する維持管理システムとして提案 

 

 平成 12年の建築基準法の改正や、昨今の地震被害

などによって、木造住宅の耐震安全性の確保が改めて

重要視されるようになりました。十分な耐力を確保で

きる構造仕様であっても、住宅構造部材に生物劣化が

生じると、新築時に確保した耐震安全性が著しく低下

します。この研究は、客観的で信頼性の高い、目視以

外の生物劣化診断技術と、生物劣化を受けた既存住宅

に残存する構造性能の推定手法を開発し、生物劣化の

状況に応じた処置法を整理・提案することを目的とし

ています。 

 

 

 

いた腐朽劣化診断手法を、既存強度との関連性を

アル改訂版（(社)日本木材保存協会）」、「外構材の

協会）」、「木材劣化診断士資格検定講習会（(社)日

、パンフレット、リーフレット等を作成し、普及・

試験場（主管） 
北海道大学 



 研究期間 平成１８～１９年度 

終了研究報告 

市町村の建築物保全支援システム 
に関する研究開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 劣化状況入力 

 容易で間違いのない入力方法 

 劣化状況の直感的把握 

③ 劣化率の自動集計・表示 

   推定劣化原因の自動表示 

   修繕ＬＣＣ推定 

   対策の検討 

① 施設・建物概要の登録 

建物調査診断ツール 

施設群管理ツール 

 

 

建築物の保全及び長期活用を目的とした診断・

改修技術に関する研究（平成15～17年度） 平成 15～17年度「既存建築物の保全及び長期活

用を目的とした診断・改修技術に関する研究」にお

いて簡便な調査診断手法を開発しましたが、これを

コンピュータソフト化することにより、管理者の点

検から技術者の調査診断及び修繕手法選定まで一連

のシステムとして機能させることができ、さらに、

施設群一覧管理ツールを加えれば、自治体用の簡易

な保全支援システムが構築可能です。 

この研究は、中小規模の自治体を対象に、公共建

築物の保全を有効に進めるため、調査・診断、修繕

計画策定、施設群の保全情報管理を支援するツール

を提案し、道内自治体の計画的保全推進を目的とし

ます。 

査

容

的

で

画

討

コ

ソ

自

示

る

 パソコン上で簡便に作業が行えるとしても、調

診断経験が少ない自治体建築技術者にとっては、

易で間違いなく入力・操作でき、劣化状況が直感

にわかりやすいことが必要です。そこで、前研究

開発した簡便な調査診断手法を用い、入力方法や

面の構成、劣化状況を把握しやすい表示方法を検

しました。また、既開発の「原因推定手法」や「

スト指標修繕工法選定手法」と連携しながら、パ

コン上で建物情報の管理、劣化状況入力と結果の

動集計、修繕工法の選定検討および施設群一覧表

による保全計画作成検討を一連の作業として行え

ツールを検討・提案しました。 

 建築物保全支援ツール 

 

北方建築総合研究所（担当科）
生産技術部生産システム科 
 

共同研究機関
室蘭工業大学
日本データー
建築物保全支援ツールの構成 
 中小規模の自治体での使用を想定し、少数の建築技術者が、建物の現状把握から対策方針の検

討、修繕費の概要把握、施設群としての保全計画策定までをパソコンを用いて一連の作業として

行うツールを開発しました。これにより簡易な保全支援システムを構築することができると考え

ますが、保全に関する自治体の組織構成、業務体制が異なるため、いくつかの活用方法も提案し

ました。今後は、希望する自治体に、操作や現地調査の手引きや施設管理者のための建物点検手

法等の資料と合わせて配布を行います。 
 
サービス
④ 施設群の調査結果一覧表示 

     保全計画の調整 
㈱ 
簡便な調査診断技術
試行調査
自治体の意見



 研究期間 平成 1８～２０年度 

継続研究報告 

北海道の木造住宅の耐震改修促進を目的とした 
耐震診断・補強効果評価法に関する研究 

 

▲高耐力ビスによる簡易な軒先補強による
水平構面の耐力向上の可能性 

データ収集 ▲外張り付加断熱外装壁の耐震性能の

地
震
動
の
加
速
度
と
損
傷

界
を 

限

超
え
な
い
割
合
と
の
関
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▲調査建物の地震応答解析 

 地震の多発地帯である北海道では、被害を軽減する

ために、既存建築物の耐震性能を適切に診断し、速や

かに耐震化を進める必要があります。  

 現在、木造住宅の耐震診断法として、(財)日本建築

防災協会が発行した「木造住宅の耐震診断と補強方法

(以下「改訂診断法｣)」がありますが、北海道の木造住

宅は、通気層構法や断熱改修など、積雪寒冷地に適し

た工法により改修されるため、外装を含む壁の構成･

分類や屋根上積雪荷重の偏分布などの地域要件は、改

訂診断法に示されている標準仕様にはありません。 

 本研究では、道内既存木造住宅の構造仕様の実体と

耐震性能に関する技術資料を整備し、耐震診断・耐震

改修を促進することを目的としています。 

 昨年度は、既往の共同研究成果を基に、北海道に適

した耐震断熱改修技術の公的評価を取得し提案しま

した。また、改修住宅の構造仕様調査を行い、積雪荷

重が耐震性能に及ぼす影響などを検討しました。 

 今年度は、前年度に引き続き、既存木造住宅の構造

仕様調査や屋根雪荷重と耐震性能との関係について

の解析的検討を行うと共に、外張り付加断熱外装壁の

地震時の損傷程度や、水平構面の補強方法・補強効果

を検証しました。 

 来年度も加力実験や加震実験・解析等によりデータ

の蓄積を図り、これらの知見を、北海道特有の内外装

仕様を有する構造要素の適切な評価方法や効果的な

補強方法に関する技術資料として取りまとめます。 
 改修ニーズのある道内既存木造住宅の実構造仕様の情報を蓄積し、道内特有の仕様を有する構造体の加

力・加震実験による耐震性能の検証を行い、現行の診断法に基づく耐震性能評価のための技術資料を整備し

て、次のようなことに活用して行きます。 

①現行の改訂診断法を用いての、道内既存木造住宅の実態に対応した耐震診断・改修設計を可能にする。

②道内既存木造住宅の耐震改修技術の開発や、新構法開発時の設計・診断のツールとして活用する。 

③断熱改修時や用途変更時における耐震安全性の検証に活用する。 

④震災時の建築物内の安全性向上・経済的被害低減のための耐震改修促進に関する施策に活用する。 
北方建築総合研究所（担当部科） 
生産技術部生産システム科 
 
 

共同研究機関
北海道立林産
学校法人北海
国立大学法人
試験場 
道尚志学園北海道工業大学 
北海道大学 



 研究期間 平成１９～２０年度 

継続研究報告 

建築確認業務における構造審査手法に関する研究 
 

スパン
階数
構造形
モデル概

 平成 19 年 6 月 20 日に改正建築基準法が施行さ

れ、それに伴い、当所（北海道）では、構造計算適合

性判定センターを設置し、構造計算適合性判定業務を

開始しました。 

この研究では、設計者が作成した構造計算書につい

て、その妥当性を客観的に評価するために必要な技術

情報やデータの収集、整理、検証を行い、建築確認業

務における構造審査の支援に資する技術資料を道内

の行政庁（民間確認審査機関を含む）に提供すること

を目的としています。 

図２

スパン
階数
構造形
モデル概

法改正や新たに出される告示や技術的助言、運用に対応

資料を作成し、随時、講習会や建築指導課ホームページで

また、構造審査や構造設計実務への支援のため、構造計

整理した技術資料を作成し、随時、講習会や建築指導課ホ

今後も、法改正に伴う混乱が続くことが予想されるため

とともに、構造計算方法の特性把握と構造設計諸条件の検

北方建築総合研究所（担当部科） 
構造判定部判定第1科 
構造判定部判定第2科 
 

共同研究機関
 
 
 

 

 

 

 

図１ 検証用モデル１（基本形） 

数 XY方向共3
2

式 純ラーメンRC造
要 スラブ有(剛床仮定),スラブ無(非剛床)

 

 

 検証用モデル２（共同住宅を想定） 

数 X方向6,Y方向2
7

式 耐震壁付ラーメンRC造
要 無開口壁,複数開口壁,スリット壁,片持ちスラブ
 この研究では、①建築物のモデル化の違いによる一

貫構造計算ソフトの特性を明らかにし、②有限要素法

等による構造設計諸条件の検証を行い、③構造審査業

務に活用可能な技術資料・審査支援ツールを作成しま

す。 

 今年度は、設定した検証用モデルについて、有限要

素法や一貫構造計算ソフト等による解析を行い、一貫

構造計算ソフトの特性の把握と、構造設計諸条件の検

証を行いました。また、法改正以降も続々と出された

告示や技術的助言、運用指針に対応した技術資料や、

構造計算適合性判定業務における指摘事項を整理し

た行政庁等及び構造設計実務者向け技術資料を作成

しました。 
した改正建築基準法関連の解説用技術

普及展開を行っています。 

算適合性判定業務における指摘事項を

ームページで普及展開を行っています。

、適宜、対応した技術資料を作成する

証を行っていく予定です。 



 研究期間 平成 18～19年度 

終了研究報告 
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 本研究の成果により、モルタル外装工法の合理的な開発が可能となります。また、通気工法を含む各種

装工法の留め付け耐力の評価やその開発へと発展が可能です。また、設計事務所・工務店等が、現状の施

技術で対応できる新しいモルタル壁耐震化工法を開発し、その工法の安全性能に関する情報をユーザーへ

供できるようになることが期待できます。 

 また、本研究で示した手法は、既存住宅の改修技術を評価するなどの多様な展開が可能で、震災時の建

物の安全性向上のための耐震改修促進に関連した事業にも活用できます。 

 

北方建築総合研究所（担当部科） 
生産技術部生産システム科 
 
 

共同研究機関
日本化成株式会社 
株式会社山中製作所
 

 

ラスを含むモルタル外装材のせん断試験 

 

ルタル外装材と躯体との応力伝達の評価実験 
 

 この研究では、これまでブロックのような組積体の

せん断耐力を把握する試験方法をモルタル外装材へ

適用することで、ラスとモルタルの複合材であるモル

タル外装材の面材としてのせん断耐力を評価可能で

あることを示しました。また、鋼製のたて桟を利用し

た壁のせん断耐力実験より、ステープル（留め付け具

によって地震エネルギーがどの程度モルタル外装材

へ伝わるのかを明らかにしました。これらの実験を通

じて、これまで整備されていなかった、モルタル外装

材のせん断耐力や、躯体が変形したときにモルタル外

装材に発生する応力に関する基礎データの蓄積を行

いました。 
木造住宅におけるモルタル外装構法の 
応力伝達機構の解明と耐震化構法の開発 
 地震が発生するたびに、モルタル外装材のひび割れ

や剥離・剥落の被害が必ずといってよいほど報告され

ています。しかしながら、適切に施工されたモルタル

外装材には、優れた材料強度と耐久性が期待できま

す。当研究所では、モルタルの高い材料強度を活用し

た耐震改修工法も提案しています。耐震性能を担う構

造要素としてモルタルを活用した外装工法を開発す

るためのには、外装材と構造躯体間の応力伝達メカニ

ズムを明らかにする必要があります。本研究は、これ

まで未整備であったモルタル外装材と躯体との間の

力の流れなどを把握する方法を提案することを目的

としています。 

 

 



 研究期間 平成 18 ～19 年度

終了研究報告

裏面空隙を有する薄板外装材の耐風圧設計に関す

る研究 
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外装裏面に空隙を有し、空隙が外気に開放される状態の壁体は、通気層や外層隙間の開放度合

よって、外装面への圧力作用が大きく減少し、台風時の外装材の変形や剥がれ防止に有効な効

をもたらすことを実験的に明らかにしました。薄板外装材の強度特性を実験から調べたところ

装材接合部の補強や留付けピッチを守る限り、中層集合住宅へ適用することが可能なことも示

ました。薄板外装材の多くは、自重が軽く外断熱工法に適用しやすい。さらに、乾式ノンシー

工法の場合、施工季節の限定が少なく、メンテナンス周期を長期化できる等の利点があります

研究で得た成果は、集合住宅の住まい手や改修する建設業者に有益な情報と考えています。 
方建築総合研究所（担当部科） 
環境科学部 

共同研究機関
ゼオン化成（
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図１ 裏面空隙を持つ外装材の外風圧作用原理 
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図２ 研究調査結果の概覧 
樹脂や鋼板、窯業系など、多くの薄板外装材で採用

れている通気層工法やオープンジョイント工法は

常、外装裏面に空隙があり、その空隙が外気に開放

れています。そのため、強風時の全ての風圧が外装

面に作用するとは考えにくく、外装の風圧設計値を

減できる可能性があります。風圧力の軽減度合は

面空隙の形状や外気との開放性、構造躯体の気密性

よって異なると予想されますが、各種条件で外装内

に作用する風圧力を測定する実験を行っています

らに、種々の薄板外装材の躯体への留め付け強度の

定、壁の層構成の検討を行い、主に中低層集合住宅

おいて、薄板外装材による外装の改修が可能かにつ

て検討を行っています。 
省エネや温熱環境改善に関する意識の高まりから、

合住宅の大規模改修に併せて、躯体の外側に断熱材

張り付ける外断熱工事を行う事例が多くなりつつ

ります。外断熱工法では、タイルなど重い外装材を

工するのが難しいため、軽量な薄板の鋼板などを採

する例もみられます。しかし、薄板であるがゆえ、

風時に外装剥離する懸念も指摘されており、その懸

への配慮から５層建物程度を限度として採用され

いるのが現状です。本研究では、自重が軽い薄板外

を対象に、外装材へ作用する風圧力について動風圧

験機を用いた実験的な検討を行いました。この結果

ら、中低層建物（主に10層以下）における薄板外

材の耐風圧設計情報の提案を目的としています。 
株） 



 研究期間 平成１７～１９年度 

終了研究報告 

戸建住宅用低温大面積床暖房システムにおける 
道産Ｉ形梁の活用技術開発 
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図１ 温度の推移 
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表１－１ 温度の影響検証１（温湿度の影響） 

試験条件

9.50 

5.29 

3640 

3640 

δ50(mm) スパンＬ(mm) 

30℃30%RH 

20℃50%RH 

 「ヒートポンプ技術を用いた換気廃熱等回収寒地

住宅用冷暖房システムの開発」（平成13～15年度）

において、鋼製床根太を利用した低温床暖房システ

ムを開発しましたが（特許申請中）、重量が大きく木

造住宅への適用は未解決となっていました。一方、

林産試験場と当所で利用技術開発（平成11～12年

度および14～15年度）を行った道産Ⅰ形梁は軽量

かつ大スパンの施工が可能であり、建築資材として

期待され、新たな付加価値を持った活用方策が求め

られていました。 

 この研究は、戸建住宅における低温大面積床暖房

システムに適した床構成に道産Ⅰ形梁を用いる活用

技術の開発を目的とします。 

表１－２ 温度の影響検証２ 
   （30℃30%RHにおける製材との比較）

δ50(mm) 部 材 

210製材 

道産Ｉ形梁 

スパンＬ(mm) 

3640 

3640 

13.61 

10.96 

国土交通省告示第１４４６号による 50 年たわみ予測値σ50
による（許容値＝Ｌ／250＝14.56mm） 

②① 

 道産Ｉ形梁は、この床暖房システムでの使用を想

定していなかったため、容易な温水配管の施工・固

定方法開発や、通常より高温・低湿環境での性能検

証をする必要があります。また、鋼製根太の場合と

は異なる放熱特性となるため、暖房システムとして

十分機能するかの検証も必要です。 

 この研究では、実大模型による実験やシミュレー

ションによりこれらの開発・検証を行い、施工方法

や暖房設計手法・制御手法の開発を行いました。ま

た、当所の実験住宅や宇治市内のモデルハウスに実

際に施工し、その有効性を検証しました。さらに、

この暖房システムに適した木質床仕上材の評価方法

や測定方法を検討しました。 

写真１ 実験住宅棟における実験 
（①配管敷設状況 ②床仕上げ状況） 

 低温大面積床暖房システムに用いる道産Ｉ形梁は

確認しました。また、暖房システムの設計手法、制

き、当所実験住宅棟での実大実験を行い、設計手法

した。 

 床暖房システムに用いる床仕上材の寸法変化を自

（林産試験場で継続研究）。 

北方建築総合研究所（担当科）
生産技術部生産システム科 
環境科学部居住環境科 
 

共同研究機関
林産試験場 
大阪ガス㈱ 
（当所実験住宅棟における実測実験） 

、長期間の使用でもたわみ量が小さいことを

御手法を提案しました。この設計手法に基づ

の妥当性と暖房システムの有効性を確認しま

動計測するシステムの可能性を検証しました



 研究期間 平成 19 ～20 年度

継続研究報告
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窯業系外装材のシーリングレス工法化に関する

研究 
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図１ 現状のサイディング
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図２ 研究調査

 

 建物躯体の気密性が高く、外装裏面の通気層が十分に屋外に開放されて

の圧力と外風圧は、等圧に近くなるため、外装目地から毛管現象によって

少ないことが明らかとなっています。本年度は、雨水の浸入を防ぐ原理を

を実施しました。次年度は、この成果に基づいて、外装材を留め付ける金具

運搬時の目地欠損が少ない目地等、製品化に向けた検討を実施する予定とし
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結果の概覧 
本研究では、従前の窯業系外装素材の欠点であった

水性を補う新たな窯業系外装素材として、ＰＣＣ

ポリマーセメントコンポジット）に着目し、その基

をシーリングレスで施工する方法を開発していま

。外装材の目地にシーリングを行わない場合、その

地から雨水が浸入して漏水事故が発生するなどの

念があります。そのリスクを外装目地の形状等の工

によって解決するため、下地の気密性や通気層の開

度等の建築条件も考慮しながら、JIS 規格で定めら

る水密試験等を実施して防水性能の評価を行って

ます。また、その評価結果に基づき、シーリングレ

の外装目地としながらも防水性の高い外装工法の

案を行います。 
窯業系外装材は、多様な意匠性を持つこと、防火性

も優れ、壁内に容易に通気層を設けることが可能な

め、国内外壁市場では広く使用されています。この

料は、目地から雨水等を吸水し、凍害により外装材

美観を著しく損なうなどの問題が払拭できていな

現状にあるため、シーリングするのが一般的です。

かし、シーリング材は、紫外線劣化しやすく、１０

程度毎に改修を要するなど、メンテナンス性が必ず

も高くない現状です。本研究では、種々の実験的な

討から、シーリングレス化工法とするなど、窯業系

装材の高耐久・高メンテナンスな外装工法の提案を

的としています。 
いる場合、通気層空間

雨水が侵入することが

中心とした基礎的実験

の形状、施工容易性、

ています。 
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既存計画住宅地の再生に関する調査研究 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

表 
想定される現状 調査項目 

■人口世帯構成 

  

○人口減少(世帯減少) 

○少子高齢化の進行 

■人口世帯構成  

■居住者の動向 

(非公住居住者) 

・地域住民 

・公営住宅居住者 

■住宅施設 

 

○住宅の老朽化 

○空家の増加 

■住宅・建築の動向 

  

○住宅・建築(センター施設等)の状況 

○空家状況（動向・現状） 

■小中学校の動向 ○生徒数・学級数の動向 ■生活サービス施設

  

○センター施設の老朽化 

○ニーの多様化に対応する 

生活サービス施設の不足 

○小学校の空教室の増加 

■住民ニーズ 

  

 

○生活サービス 

○住替え意向 

○センター機能の状況 

■土地利用 ○住宅のみの単一用途 ■地域の良さ 

や課題の認識 

  

○保全・継承すべき地域資源 

(住環境、コミュニティ) 

○地域の課題 

(住環境、自立支援、コミュニティ) 

■コミュニティ活動 ○地域福祉の重要性増大 

○自治会等の地域活動の停滞 

(高齢化、意識低下) 

○交流・集会施設や 

コミュニティ活動拠点不足 

 

■住宅地空間構造 

  

○用途、建ぺい・容積率 

○公園、緑地 

 

再生方向の整理

課題等の整理 ・ 再生手法の検討 

・団地の位置づけ 

・基本的な考え方 

再生手法の検討 
・公営住宅整備・民間住宅ストックの活用 

・土地利用の変更・コミュニティの活性化 

・生活サービス機能の充実・都市基盤整備 

手法の検討
再生の方策

再生の取り組みへ 
（行政・地域活動・地域住民） 

課題等の整理

 

 
 
 

 １ 研究のフォーム 

表２ 住民アンケート調査例（北広島団地） 

良

戸

は

し

設

る

題

応

こ

 

 

道

宅

ど

た

析

住

ア

と

法

や

住宅敷地の容積率の緩和 

34.1% 41.8% 24.1%容積率の緩和   

広い建物が建てられるように緩和した方が良い

住宅地の環境を変えたくないので、緩和しない方が良い

どちらとも言えない  
住宅敷地の最小面積の設定 

56.2% 14.9% 28.9%敷地の最小面積

ゆとりを保つため、基準を定めた方が良い

土地の分割や小さな敷地の売買ができるよう、基準は定めない方が良い

どちらとも言えない  
戸建て住宅から集合住宅への住替え意向 
 ※空き家の売却・賃貸などの処分等の希望要件が実現する場合 

35.3% 43.1% 18.9%

2.7%

集合住宅への
住替え意向

すぐに住み替えたい

すぐではないが住み替えを考える

住み替えない
どちらとも言えない  
 今年度は、想定される課題を明らかにするため、人口や年齢構成・空地や空家などの分析、住民意向

等アンケート、自治会・不動産業者へヒアリング調査などの調査結果から「少子高齢化の急速な進行

による高齢者への生活支援・若い世帯の流入や地域活動の活性化」「増加する空き家に対応する住替え

支援」、「将来に向けた土地利用の見直しの必要性」などの課題があることがわかりました。 

 今後は、得られた調査結果の分析を深め、２～３団地を対象に道や地元市と連携し、必要とされる

取り組みの方向や内容について協議・検討を行います。 
この研究では、新住宅市街地整備事業で整備された

内８つの既存計画住宅地を対象にしています。 

これらの住宅地において「急速な少子高齢化」「住

の老朽化と空き家の発生」「土地利用の不適合」な

将来想定される課題について実態を明らかにする

め、人口や年齢構成・児童数などの推移データの分

、自治会・不動産業者ヒアリング、住まいの状況や

民活動及び将来のニーズ等を把握するための住民

ンケートを行いました。 

得られた既存計画団地の特性、課題や住民意識をも

に、２～３団地を対象とした将来必要となる再生手

等を検討し、今後の公営住宅整備、都市計画の検討

地域の取組に反映していきます。 
昭和 40～50 年代に人口が増加する都市の郊外に

好な住宅地を多量に供給するため開発された計画

数が約 3,000～8,000 世帯の大規模な計画住宅地

、短期的に整備・供給されたことから居住世代に著

い偏りがあり、急激な少子高齢化や商業サービス施

等の衰退などの将来において多くの問題が発生す

ことが考えられます。 

この研究では、道内の既存計画住宅地の状況と問

、また将来における課題点を明らかにし、今後の対

方向等について検討し、必要な方策を明らかにする

とを目的としています。 
 

共同研究機関北方建築総合研究所（担当部科） 
居住科学部都市生活科 
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要介護高齢者のための住宅改造に関する研究 

 

 

 本格的な高齢社会を迎え、要介護高齢者が急激に増

加しています。介護に伴う負担を軽減するためには住

宅改造が効果的で、平成12年度から始まった介護保

険制度においても住宅改修が支給対象になっていま

す。より効果的なかつ経済的に住宅改修を推進するた

めには、要介護者の身体状況や要介護度に応じた住宅

改造について、改修計画を検討するケアマネジャーが

利用できるマニュアルが求められます。 

この研究では、住宅改造を必要としている要介護者

の居住する住宅において、改造による自立度の改善効

果、家族の介護負担の軽減や介護サービスの低減、生

活の質の向上効果を改造前に把握できる資料を作成

します。 

 この研究では、要介護者の居住する住宅改造の実態

調査によって、介護認定者の居住する住宅の状況、住

宅改造工事の内容、サービスの実施状況、介護・介助

負担の状況を把握し、工事内容と生活自立度改善、家

族の介護負担の軽減、生活の質の向上など改造工事と

効果の評価について分析を行います。また、改修効果

を確実にする動作空間の検証、判断基準の検討を進め

ます。 

 19 年度は、ケアマネジャーへのアンケート調査に

より住宅改修の実態把握を行ったほか、改修事例の調

査を進めています。また、要介護者を想定した動作実

験については、実験方法の検討を進めています。 

住宅改造の定量的な把握や必要な動作空間の予測によ

で、介護サービス提供のためのケアプラン作成時に、住

の介護負担の軽減などについて適切に判断できるように

ます。 

 

北方建築総合研究所（担当科）
居住科学部人間科学科 
  〃  住生活科 
 

共同研究機関
工業試験場 
北海道大学 
 

 

 
図２ 介護を想定した動作実験 

図１ 住宅改修事例調査（改修効果の分析）
り

宅

な

住

に

り

宅改造効果を評価できるようになること

よる生活自立度の阻害要因の解消、家族

、要介護対応の住宅改造の促進が図られ
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子育て支援に向けた公営住宅の居住環境の形成に
関する研究 
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寝室 2

A2 
B2 A1 
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子育て支援住宅の子どもの

（間取りの変更近年の少子高齢化の進行による将来における様々

懸念から住環境に関する子育て支援の取り組みが

われています。住宅施策のひとつである公営住宅で

子育て世帯の生活環境の向上に資するため、子育て

援住宅の供給や集会所を活用した子育て支援が必

とされています。 

これらの背景を踏まえ、公営住宅を基本とした子育

支援のニーズを把握するとともに、子育てに配慮し

公営住宅の整備方法及び子育てに配慮した公営住

の整備内容を明らかにするための研究を実施しま

た。 

、

公営住宅の子育て支援の取り組みにおいて、「子育て世帯の公営住宅ニーズ及

まえた仕様・設備」「公営住宅の集会所等を活用したつどいの広場などの子育て

らの取り組みを公営住宅整備に反映させるための「検討過程の要点」を整理し

この成果は、道内の公営住宅整備に対して周知・支援を行い、子育て世帯を

反映していきます。 

共同研究機関 
寝室 1

LDK 寝室 2

A2

B2

A
1

B
1

利用状況 

 

した生活状況 

 

成長に対応できる柔軟性 

イメージ例） 
び住宅の使用状況を踏

取り組み方法」とこれ

ました。 

支援する住環境整備に
北方建築総合研究所（担当部科）
居住科学部都市生活科 

人間科学科 
住生活科 
この研究では、公営住宅による子育て支援の取り組

に関し、子育て世帯のニーズや子育て支援住宅及び

設の整備や運営手法を検討するため、「子育て支援

宅モデル団地」、「小規模施設を活用した子育て支援

取り組み」、「公営住宅整備に係る検討状況」の調査

を実施しました。 

各調査結果より、子育て世帯の公営住宅ニーズや生

状況を踏まえた子育て支援公営住宅の整備方法や

様などをまとめ、公営住宅団地の集会所程度の小規

施設を活用した子育て支援の取り組みに必要な運

・管理及び施設要件等について整理しました。また

育て支援に向けた公営住宅整備の検討過程におけ

検討事項とプロセスをまとめました。 
居間を中心と
小規模施設の
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北方型民間賃貸住宅に関する研究 

 

 次年度は、施工者へのアンケートによる供給実

し、民間賃貸住宅の性能を確保するための課題を

結果などを踏まえ、求められる性能を実現するた

その結果、近年の民間賃貸住宅の性能など建設

れる性能とその性能の必要性が明らかになること

の供給に対する誘導方策等の検討に活かされます

北方建築総合研究所（担当部科） 
 
居住科学部住生活科 
 

共同研究機関
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図 1 持家住宅と賃貸住宅の建設戸数・割合 
 

 表１ 市町村施策等に関する調査結果 

■民間賃貸住宅に関して計画に位置づけている市町村 57市町村（全体の４割弱）

■民間賃貸住宅に関する施策を持つ市町村 19市町村 

○上記19市町村のうち、計画への位置づけがある市町村 11 市町村 

□施策の主な目的 

・定住促進、低廉で優良な賃貸住宅の普及のため（人口1万人以下 10町村） 

・公営住宅供給量の縮減、公営住宅から民間賃貸住宅への誘導のため（人口1万人以下2町村） 

・まちなかへの住宅供給のため（人口１万人以上4市） 

□施策の内容 

・民間賃貸住宅建設に対する補助（８割弱） 

・民間賃貸住宅入居者の家賃に対する補助（２割強） 

■施策が過去にあったが現在はない市町村 5町 

■施策を検討している市町村 8市町 

 

表２ 施工者アンケートの調査項目 
調査目的  調査項目 

○供給実態の把握 

○現状の賃貸住宅性能の把握 

想定される賃貸住宅の特徴 

■供給計画

 

■供給状況

 

 

■住戸性能

 

 

 

 

■借り主へ

の情報 

□戸建住宅と異なる供給目的

 

□室構成の偏った住戸供給 

□狭小な住戸 

 

□戸建住宅に比べて低い

断熱性能と高齢化対応 

□戸建住宅にはない必要

となる性能の存在 

 

□住戸性能に関する情報

の不足 

 ■供給計画 

 

 

 

■供給状況 

 

 

■住戸性能 

 

 

 

 

■借り主へ

の情報 

□供給目的 

□住戸仕様等の決定方法 

□既存制度の活用状況 

 

□供給状況 

建設地、構造、室構成、住戸面積

 

□断熱性能 

□高齢化対応 

□遮音、防犯等への配慮状況

□建設費 

 

□住戸性能に関する広告状況

□入居判断要素となる住戸性能

□入居者の不満・苦情 

  
この研究では、民間賃貸住宅に関わる者への実態調

等により、問題の抽出・分析を行い、その結果を踏

え、目標性能の普及の仕組みを検討します。 

今年度は、統計データから、都市規模区分別の住宅

設戸数に占める賃貸住宅の状況（図１）、市町村調

から、民間賃貸住宅に対する計画や施策の有無、目

や内容について把握しました（表１）。その結果、

市規模に関わらず取り組みが重要であること、市町

施策は定住促進や低廉で優良な賃貸住宅の供給促

などを目的としていることがわかりました。 

また、民間賃貸住宅の供給実態及び性能を把握する

め、想定される賃貸住宅の特徴から調査項目を定め

表２）、施工者へのアンケート調査を行いました。
本道の民間賃貸住宅は、既存住宅総数の約３割を占

、近年の新設住宅着工数においても約半数を占める

ど、道民生活を支える重要な住宅ストックとしての

割を担っています。 

しかし、その住宅性能については、戸建住宅とは異

り、供給者側の判断により供給されるため、大きな

差が生じているものと推測されます。 

そこで、民間賃貸住宅の現状と問題を把握し、少子

齢社会や環境問題などを背景とした成熟社会にお

て求められる住宅性能、それを実現するために必要

普及の仕組みを明らかにすることを目的としてい

す。 
態の分析、更に、貸し主や借り主の意向を把握

明らかにします。また、市町村施策の実態調査

めの普及の仕組みを明らかにします。 

実態、供給実態、今後の民間賃貸住宅に求めら

から、一定性能水準が確保された民間賃貸住宅

。 
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地理情報システム(GIS)を活用した 
安全安心まちづくりに関する研究 

 近年、地域社会の連帯意識の希薄化や青少年の規範

意識の低下などを理由に、ひったくりや路上強盗など

の街頭犯罪や空き巣などの侵入犯罪といった、身近な

犯罪が増加し、道民の間に犯罪被害に対する不安が広

がっています。 

この研究では、安全安心まちづくりを推進するた

め、危険箇所やまちづくりに必要な情報と地理情報を

データベース化しマップで表現できる「安全安心マッ

プ作成システム」を開発し、それを活用した具体的な

対策や取り組みが推進されるように、その具体的な手

法を提案します。 

危険箇所などの個別データによるマイマップと集

安心マップ作成システム」を開発しました。また、

りの取組手法や小中学校で活用できる学習プログラ

所情報を集計でき、危険遭遇者の属性や危険の種類

たマップが簡便に作成できるようになりました。ま

まちづくりが活性化されることが期待できます。 

北方建築総合研究所（担当科）
居住科学部都市生活科 
 

共同研究機関
国立大学法人 
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図２ 「成果の見える化」：見守り活動前と２年間経
過後の交通事故と犯罪に関する地域内の危険
箇所数、危険遭遇の件数の集計結果 
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図１ 開発したシステムの入力画面とマップ例

入力画面

犯罪

交通事故
 この研究では、アンケートによる活動実態の把握か

ら課題を明らかにした上で、旭川市内の小学校の取組

をケーススタディとして、安全安心マップ作成システ

ムの試行や取組手法の検討を行いました。開発したシ

ステムは、市販の GIS ソフトを用いて GIS へのデー

タ集計や出力に関する機能を独自のシステムとして

開発しました。取組手法としては、このシステムの活

用により、限られた人的資源で効率的で効果的な活動

が可能になり、また、「活動方法の改善」や「成果の

見える化(可視化)」を行なえることで持続的な活動と

することができることがわかりました。さらに、学校

や地域での実践を通して、本システムが安全安心など

の学習プログラムに活用できることを確認しました。
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 研究期間 平成 18～20年度 

継続研究報告 

衛星画像により推定した風倒被害箇所（下川町） 

近年、北海道では台風による大規模な森林被害が頻発

し，総被害面積は約3万 ha、被害総額は300億円に達

しています。このような台風による樹木の被害は、山間

部のみならず都市の都市林(街路樹や公園林)にも及んで

います。林業・林産業の安定化、地域防災上の観点から、

森林の強風被害を軽減するための技術の整備が必要とさ

れています。本研究では、主要造林樹種（カラマツ，ト

ドマツ）および都市林について、台風による被害を軽減

するための要素技術（整備手法、密度管理図、ハザード

マップなど）を開発し、技術指針を整備することを目的

とします。 

、

風洞実験による検討（タフト法による風向解析）

、

「1.森林立地環境および被害要因の解析」では、下川町民有林の風倒被害についてALOS衛星画像を

利用した被害の解析を行いました。また、羊蹄山周辺の道有林の台風被害に及ぼす地形効果の影響に

ついて風洞実験により検討を行い、羊蹄山周辺を再現した 1/9000(半径約 8km の範囲)の縮小模型

を用いて、被害発生時の風向風速特性について解析しました。「2.森林の耐風性に関する検討」では

立木の引倒試験を実施しました。また、支笏湖周辺のカラマツ、エゾマツおよびトドマツ人工林にお

いて、風害 2～3 年後に残存木を対象として調査を行い、風害と樹形の関係について検討しました。

次年度は、これまでの検討結果を取りまとめ整備指針の作成を進める予定です。 
北方建築総合研究所（担当部科） 
都市防災科、安全科学科 
 
 

共同研究機関
林業試験場(主管) 
北海道大学 
 

台風による森林被害（風害）を軽減するための森
林整備技術の開発 
 研究項目は、「1．森林立地環境および被害要因の解

析」、「2．森林の耐風性に関する検討」、「３．風害リ

スクの低減を目指した技術指針の作成」の 3 項目で

す。研究項目１では、被害発生地点を対象に衛星画像

ＧＩＳ、風洞実験による解析を行い、立地環境と被害

発生との関係について検討を進めています。研究項目

2では、耐風性に関する野外実験、被害林分及び無被

害林分の林分構造の比較を行い、密度管理図を利用し

た施業法の検討を進めています。研究項目３について

は、1、2 の検討結果を基に、森林被害に関するハザ

ードマップの作成、耐風性を考慮した人工林および都

市林の整備指針の作成を行います。 

 



ｖ 

 冬季を考慮した津波避難シミュレーションに基づく自治体の津波避難計画の策定手法を提案し

ました。今回対象とした太平洋沿岸に加え、道の津波浸水予測は日本海沿岸（平成20年～21年）、

オホーツク沿岸（22年以降）が予定されており、今後も沿岸市町村への技術情報提供や計画作成

支援を実施していく予定です。 

積雪・寒冷期を考慮した津波避難対策手法の開発 
に関する研究 

研究期間 平成１７～１9年度 

終了研究報告 

 図３ 避難に要する時間と避難困難地域 

 共同研究機関
なし 
北方建築総合研究所（担当部科）
環境科学部都市防災科 
居住科学部都市生活科 
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図２ 想定地震による津波浸水深の分布 

図１ 事例地区GIS データ 
この研究では、太平洋沿岸における冬季の避難場

所、避難経路などの現地調査や自治体の避難計画の聞

き取り調査の結果から、地理情報システム(GIS)によ

り対象地区の住民や避難場所の分布、標高、避難経路

を含むデータを作成しました。GIS データを利用して

避難時間を計算するため、避難経路の冬季路面や被災

状況、道路傾斜による避難速度低減を考慮した津波避

難計算手法を作成し、特徴的な地形でパターン化した

事例地区について避難者数の想定や避難困難地域を

抽出しました。事例を基にして収容力不足や避難困難

地域を解消するための避難場所や避難経路の整備、要

援護者の避難方法などを検討し、自治体の津波避難計

画作成の考え方としてまとめました。 
 北海道では1952年十勝沖地震や1993年北海道

南西沖地震などにおいて、津波により大きな被害を受

けています。津波が発生した場合には、高台の避難場

所へ速やかな避難が必要ですが、冬季の場合は、積雪

などにより避難に遅れが生じるおそれがあります。 

 2005 年には｢日本海溝･千島海溝周辺海溝型地震

防災特別措置法｣が施行され、太平洋沿岸域の自治体

では津波からの避難など地震・津波防災対策に関する

計画の作成と推進が義務づけられました。 

 この研究は、津波による被害が発生するおそれがあ

る地域の自治体が、冬季の避難対策を考えていくため

の技術的な手法を提案することを目的とします。 

 



 研究期間 平成１８～１９年度 

終了研究報告 

防災計画作成に向けた 
地震被害予測情報の活用方策に関する基礎的研究 

対策の重要度 × 想定地震の危険度 ＝ 対策優先度 

式１ 想定地震の対策優先度 

図１ 住家全半壊棟数 
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図２ 各部局における想定地震の対策優先度 
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直下地震の被害想定の実施に当たっては、断層パラメータの設定によって被害量が大きく変動する

とが明らかとなり、複数の想定地震の結果から地震の対策優先度を定量化する手法を開発しました。

またこの優先度を用いて備蓄物資の配置計画への活用方策を提案しました。 

この研究成果は市町村を対象に実施しましたが、今後は都道府県レベルで活用するために手法の改

を行っていくと共に、市町村における地震被害想定において活用が見込まれます。 
この研究では、想定地震決定のために、防災関係部

が、どのような被害の特徴を重要視しているかを定

化するためにAHP（階層分析法）を用います。 

まず、活断層による地震被害想定を実施し危険度を

価しますが、断層パラメータの違いから３６パター

の被害想定を実施しています。この結果から、木造

家の被害で最大被害地震と最小被害地震で82倍の

害の差がありました。 

この被害結果に対し、対策の重要度を掛け合わせ各

定地震に対し優先度を数値化しました。この結果、

害量のみではなく被害の種類や分布状況が影響し

いることがわかりました。またこの優先度を用いて

蓄物資の配置量の計算を行いました。 
活断層による被害予測をする場合、断層の形態（傾

角や位置）により結果が大きく変動します。このた

防災計画を作成する場合、多くの地震被害想定を実

しその中から想定地震を決定する必要があります。

本研究では、まず変動する被害予測結果から被害の

徴を表す要素を抽出します。次に自治体の防災関連

局に対して意思決定手法を用いた調査を行い、この

素の重要度を数値化します。最後に被害想定の結果

合わせることにより想定地震の対策優先度を定量

します。この結果から想定地震を決定すると共に、

先度の活用方策を提案することを目的とします。 
方建築総合研究所 
住科学部都市生活科 
境科学部都市防災科 

共同研究機関
 



 研究期間 平成１９～２０年度 

継続研究報告 

北海道の集落における地域防災力評価手法に関す
る研究 
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 平成16年新潟県中越地震における中山間地域での

集落において地すべりや斜面地崩壊による孤立の発

生や要援護者等への対応支障など災害対策の課題が

明らかになりました。また、内閣府調査（H17）によ

ると北海道の集落においても災害時に孤立発生の可

能性があるとされています。 

 この研究では、大規模災害発生時、孤立が想定され

る道内の集落を対象として、地域防災計画作成時に考

慮すべき指標を整理し、積雪寒冷など北海道の地域特

性を考慮した地域防災力評価手法の開発を行うこと

を目的としています。 
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図１ 漁業集落数 図２ 中山間地の農業集落数

&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&

#########################

0 1 2

km

漁業
集落

役
1

a) 集落属性 ※
#########################

&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&&
0 1 2

km

震度

6.0 - 6.5
5.5 - 6.0
5.0 - 5.5

役場 

 ・集居集落、急傾斜地
新成地区 

・255名 103世帯

d) 津波危険度(危険区間) ※

標高 7ｍ以下地域

(既往最大津波高)

c) 急傾斜地危険度(危険区間) 

b) 地震危険度(道路途絶箇所数) 

漁業集落数

60 -
40 - 60
20 - 40
1 - 20
 内閣府による集落の孤立に関する調査から、道内集

落の傾向について整理しました(図１、２)。北海道は

全国に比べて、津波災害が道路途絶の原因と考えられ

る集落の割合が高くなっています。 

 孤立集落の多い檜山支庁管内を対象として、漁業集

落の孤立の原因となる津波や地震、急傾斜地災害など

の危険度を算定し、孤立危険度の評価方法を検討しま

した(図３)。また集落属性、地勢などから集落形態別

の分類を行いました。地域防災計画作成時に考慮すべ

き指標を整理するため、既往調査結果や現地ヒアリン

グから、役場からの距離など地理的状況、備蓄や避難

施設などの整備状況、避難計画・情報手段・自主防災

組織などの整備状況などを整理しました。 
 今年度は集落を分類・整理し、主に漁業集落の地

年度は、農業集落について整理するとともに、集落

結果に基づく対策項目の検討・提案を行う予定です
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 研究期間 平成 18～20年度 

継続研究報告 
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「1．部材形状に関する検討」では、縮小模型を用いた風洞実験を行い、建物形状変化の影響などに

いて基礎的知見を得ました。「2．実物大モデルの性能評価」では、人工降雪装置を使った降雪実験

よる検討を行いました。今年度は、風洞実験および実大モデルを用いた各種実験により、風の流れを

利用した積雪障害防止技術に関する基礎的検討を行いました。引き続き、部材形状や設置位置などに

ついて実験的検討を行い気流制御技術の確立に向けた検討を進めます。 

 

 

気流制御による建物の積雪障害防止技術に関する
基礎的研究 
北方建築総合研究所（担当部科） 
安全科学科 
 
 

 

共同研究機関
(独) 防災科学技術研究所
協力機関 
北海道工業大学 
研究項目は、「1．部材形状に関する検討」、「2．実

大モデルの性能評価」、「3．気流制御技術の整理」

３項目です。研究項目１では、縮小模型を用いた風

実験などにより気流を制御する部材の形状や設置

置に関する基礎的知見の蓄積を進めています。研究

目２では実雪を用いた風洞実験による検討および

建物への設置とフィールドテストにより検討を行

ています。研究項目３では、１、２の検討結果を基

部材形状、設置位置別の制御効果の整理を行いま

。 

 

北海道では、雪処理の軽減や落雪によるトラブルを

避するために、陸屋根等のフラットな屋根を採用す

建物が多く見られます。屋根上の風は剥離流や循環

など複雑な流れとなっており、屋根上の積雪はこの

うな風の流れの影響を受けています。屋根上におけ

雪の吹きだまりは偏荷重の発生や軒先に積雪が庇

に張り出す雪庇の原因になるなど、様々な障害に繋

ります。建物屋根上の風の流れは屋根の形状や屋上

置物により変化することから、屋根上の気流を制御

ることにより、積雪障害の発生を防止することがで

ます。本研究は、風洞実験や実大モデルを用いた実

的検討により、風の流れを利用した積雪障害防止技

に関する基礎的知見を得ることを目的とします。



  研究期間 平成１９～２０年度 

継続研究報告 

耐震改修促進計画策定支援のための全道市町村地
震防災マップ作成に関する研究 

 今年度は、対象とした21地震について全道5

計算結果を基に市町村向けの技術資料として揺れ

平成20年度に耐震改修促進計画を策定予定の5

村を除く）に配布しました。配布したすべての市

 来年度については、揺れやすさマップを活用し

減の算定について検討する予定です。 

北方建築総合研究所（担当部科） 
環境科学部都市防災科 
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道・中央防災会議 地震調査研究推進本部の断層モデル 

1 石狩 ９ 標津断層帯 16 当別断層 

2 北海道東部 10 十勝平野断層帯主部 17 石狩低地東縁断層帯主部

3 釧路北部 11 光地園断層 18 石狩低地東縁断層帯南部

4 日高中部 12 富良野断層帯西部 19 黒松内低地断層帯 

5 留萌沖 13 富良野断層帯東部 20 函館平野西縁断層帯 

6 後志沖 14 増毛山地東縁断層帯 

7 十勝沖・釧路沖

8 根室沖・釧路沖
15

沼田－砂川付近の

断層帯 

21 
全国どこでも起こりうる

直下の地震（M6.9） 

揺れやすさマップの対象

とした地震 
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← 全国どこでも起こりう

る直下の地震 

内陸活断層： 

標津断層帯に 

← よる地震 

海溝型： 

根室沖・釧路沖の

地震  → 

 市町村に配布した揺れ

やすさマップの例 
 道内の市町村別に地震の揺れやすさを算定するこ

とを目的に、今年度は既往調査で公表されている想定

地震について地域別に整理しました。また、現在まで

地震の発生が少なく、既往の想定地震がない地域を考

慮して、全国どこでも起こりうる直下の地震による揺

れやすさの算定を検討しました。 

 海溝型を主とする道及び中央防災会議の８震源、内

陸活断層を主とする地震調査研究推進本部の12断層

モデル、全国どこでも起こりうる直下の地震(M6.9)

の合わせて21地震を対象とし、地理情報システム上

で作成した地震動計算プログラムを用いて、全道市町

村の地震動を 500ｍメッシュ単位で計算し、町丁目

界単位の揺れやすさマップを作成しました。
 北海道は建築物の耐震改修の促進に関する法律の

改正に基づき耐震改修促進計画を策定(H18)しまし

た。市町村についても、耐震改修促進計画を作成し、

耐震診断・改修の実施に努めることとなっています。

 住宅・建築物の耐震化対策の促進には、地域に想定

される地震の揺れの大きさや被害の可能性を防災マ

ップとして作成し、住民の意識啓発を図ると共に、被

害予測に基づいた対策を考えることが重要です。 

 この研究は、全道市町村を対象とした地震の想定や

震度算定方法を検討し、市町村向け技術資料として揺

れやすさマップを作成するとともに、揺れやすさに基

づいた耐震化による被害軽減効果の算定手法を提案

することを目的とします。 
00ｍメッシュ震度分布図を作成しました。また

やすさマップを作成し、道建築指導課を通じて

1市町村のうち、48（独自で作成などの3市町

町村の計画に利用されています。 

た耐震化による建物倒壊や道路閉塞など被害軽

 



 研究期間 平成 1９～２１年度

継続研究報告

新たな防火性能を付与した木造高断熱壁体の開発 

図２ 小型加熱炉による防耐火試験 

 

建築物の環境負荷低減にむけて、次世代省エネ基準

を一層普及させていく一方で、建築や住まいへの安全

性についても、今後ますます高まっていくユーザーの

意識や要求に適確に対応していくことが求められま

す。 

本研究では、火災に対する防耐火性能に着目し、ユ

ーザーの火災安全性に対する工法選択の幅を拡げる

ことを目的として、建築基準法で求められる防耐火性

能に加えて、火災を受けた建物でも軽微な補修で修復

できるなど、火災への安全性をさらに向上させる新た

な防火性能を設定し、その性能を付与した次世代省エ

ネ基準相当の断熱性能を持つ木造高断熱壁体の開発

を行います。 

本研究では、不燃性能を有し、高温時の変性が少な

いロックウール断熱材を用いて、次世代省エネ基準の

断熱性能を前提としつつ、新たに付与する防火上の機

能とその評価基準を検討して、壁体の開発を行ってい

きます。 

今年度は、まずロックウール断熱材を用いた木造壁

体の防耐火性能の実態を把握するため、充てん断熱、

外張り断熱、付加断熱など、断熱工法ごとに壁体仕様

を設定して、小型加熱炉を用いて試験を行い、屋外加

熱、屋内加熱によるそれぞれの防耐火性能を検討しま

した。 

外

に

性

露

北
環
 

ロックウール断熱材を用いた木造壁体について、小型加熱炉を用いた加熱試験から、充てん断熱、

張り断熱など、断熱工法ごとに、ロックウールの厚さとその防耐火性能の関係や、加熱時の壁体内

おける温度分布の特徴など、防耐火性能に関する知見が得られました。 

来年度は、これらの知見をもとに新たに付与する防火性能を設定して、施工方法や実現可能な汎用

を考慮しながら木造外壁の壁体仕様を検討し、実大試験体による防耐火性能の検証、断熱性能や防

性能の確認を行い、壁体開発を進めていきます。 
 

方建築総合研究所（担当部科） 
境科学部 

共同研究機関
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図１ 試験体仕様（充てん断熱・外張り断熱） 
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 研究期間 平成 18～20年度

終了研究報告

有機系建材の燃焼性状と 
防火対策に関する基礎的研究 
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図１ 有機系断熱材の燃焼性状 
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図２ 有機系建材の発煙性状 

平面図（左図：１階、右図：２階、矢印：断面位置） 
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はじめに道内住宅における有機系建築材料の使用

況調査を行い、構造用製材や木質系ボード､有機系

熱材､壁紙やシート類など道内住宅で使用されてい

有機系建材の抽出を行いました。次に抽出した有機

建材を対象に、発熱性試験およびガス有害性試験を

い、基礎的な実験データを収集するとともに、建材

とに燃焼性状や発煙性状について解明しました。 

さらに現在､実際の建物において煙制御計画の検討

広く用いられている BRI2002(二層ゾーン煙流動

測プログラム)に、収集した実験データを入力し、可

物の設定、住宅の気密性の観点から、高気密住宅に

ける煙流動性状のモデル検討を行いました。 
北海道において省エネルギー性能向上のため、高断

・高気密住宅が広く普及しています。これらの住宅

は断熱性能や施工性、コスト面で優れている有機系

築材料を断熱材や内装材として利用される例が、近

多く見られます。しかしながら火災安全上の観点か

、有機系建築材料を利用した高断熱・高気密住宅の

火安全性を考えた場合、有機系建築材料について

、燃焼性状や発煙性状など、防火安全性の検討を行

ために必要不可欠な基礎的データが不足しており

す。このため、本研究では主に壁体等を構成する各

材である有機系建材を対象に、燃焼性状や発煙性状

ついての基礎的データの収集およびその解明を目

とします。 
図３ 高気密住宅における煙流動性状のモデル検討 

北海道の高断熱・高気密住宅において､主に壁体等を構成する各部材である有機系建材の燃焼性状や

発煙性状について基礎データ収集を行い､得られた基礎データから､有機系建築材料の燃焼性状・発煙

性状を解明しました。これらの知見は､高断熱・高気密住宅の防火安全性向上を検討していくにあたり

基礎的な資料として活用できます｡ 

 

北方建築総合研究所（担当部科） 
安全科学科 
 

共同研究機関
 



 

 

Ⅰ 試験評価 
 

 

１．依頼試験 

  

 道内建築関連企業や市町村等からの依頼により、建築材料・構造等の強度や耐久、耐火、動風圧、

熱、湿気等についての性能試験、建物や市街地の模型による風洞試験等を行うとともに、実験室、機

械器具の設備使用を行っています。 

依頼試験等実施状況（平成19年度） 

試験項目 受付件数 項目 発行件数 

強度又は耐久に関する試験 100 成績書の謄本 0 

耐火又は防火に関する試験  31 合計 0 

熱又は湿気に関する試験  31   

動風圧に関する試験  31 設備利用 延べ日数 

音響に関する試験 2 実験室     50 

建築物又はまちづくりに関する試験   6 機械器具 4,343 

建築物又はまちづくりに関する調査又は指導   5 合計 4,393 

合計 206 

 

 

２．性能評価 

 

当所は東北以北では唯一、国土交通大臣より「指定性能評価機関」の指定を受けており、建築基準

法に基づく建築材料や構造方法の認定に必要な評価業務を行っております。 

 不燃等材料（H13年12月指定）、ホルムアルデヒド発散建築材料及び壁・防火設備の防耐火構造

（H15 年 6 月指定）の３区分について評価業務を実施し、道内企業の新材料開発における利便性の

向上に寄与しています。 

性能評価試験受付状況（平成19年度） 

試験項目 件数 

防耐火構造及び防火設備の耐火性能 4 

防火性能 （3）  

特定防火設備 （1） 

防火材料（不燃材料） 2 

（）内は内数 
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Ⅱ 普及支援 
 

 

１．報告会・展示会・セミナー 

 

■平成１９年調査研究報告会（札幌会場） 

当所の研究内容及び成果を広く皆様にご理解いただくとともに、建築技術の向上や普及支援等の推

進を図るために、当所が重点的に取り組んでいる建築物の安全性向上に関する技術手法の開発をテー

マとした調査研究報告会を開催しました。 

 今回の報告会は２部構成とし、第１部では平成 18年度に終了した研究課題を中心とした研究成果

を発表し、第２部では、「構造と空間と環境のコラボレーション」をテーマとしたシンポジウム形式で

開催しました。なお、シンポジウムでは当所庁舎の構造設計に携われた金箱構造設計事務所代表取締

役 金箱温春氏に安全な建物とは何かということを、構造・空間・環境をキーワードとして建物構造

設計の実務を通し得られた知見をもとに構造・耐震の観点からご講演いただきました。 

 

日  時：平成19年9月 6日（木） 13:30～16:50 

開催場所：札幌エルプラザホール 

来場者数：約130人 

テ ー マ：「安全で安心・快適な建物をつくる」 

 
会場の様子 

 

金箱温春氏 

第１部 研究報告会（報告した研究課題） 

・自己修復コンクリートの開発 

・既存住宅の改修目標の設定に応じた合理的な改修に関する

研究 

・耐震改修技術及び免震技術について（北総研の構造系施設

紹介） 

・北海道における建築物の耐震改修による被害軽減効果に関

する研究 

・新潟県中越沖地震についての報告 

第 2部 特別セミナー及び基調講演 

・特別セミナー「改正建築基準法により設計はどう変わるか」 

   講師 金箱温春 氏 

 （金箱構造設計事務所代表取締役） 

・事例報告   「空間と環境のコラボレーション」 

   報告者 環境科学部主任研究員 鈴木大隆 

・基調講演   「構造と空間のコラボレーション 最近の

設計事例から」 

   講師 金箱温春 氏（金箱構造設計事務所代表取締役） 

 49



■平成１９年調査研究報告会 

日 時：平成19年 6月 14日（木） 10:00～17:20 

開催場所：北方建築総合研究所 多目的ホール 

来場者数：約100名 

  

 平成１８年度に終了した研究課題の報告会を開催しました。 

報告は、当研究所の中長期研究計画の「建築」、「まちづくり」、「住

まい」の項目ごとに３部にわけ、全２０課題について行いました。

また、共同研究等の研究成果として製品化されたものの展示も同

時に開催しました。 

 

■北方建築総合研究所展２００７ 

日  時：平成19年5月 17日（木）～18日（金） 

開催場所：道庁１階 道民ホール 

展示内容：研究紹介パネル２０枚、研究所紹介パネル、北

方型住宅ポスター、北方型住宅模型、研究所紹

介ビデオ、各種配布資料 

来場者数：計 470 人 

5 月 17日（木） 8:45～17:30 270人 

5 月 18日（金） 8:45～15:30 200人 

 

■平成19年度 北方建築総合研究所セミナー 

 当研究所では、これまでの研究の成果や技術情報を技術者や一般の

方型住宅情報プラザで年１２回のパネル展及びセミナーを開催しまし

びセミナー内容は次のとおりです。 

月 パネル展示 

4 
4.2（月）～4.27(金） 
安心してリフォームするために 
－リフォームの基礎知識－ 

4.13（金）性能
－合理的に性能向
住生活科長 長谷

5 

5.1（火）～5.31（木） 
安心してリフォームするために 
－住まいの評価と診断－ 

5.11（金）性能
－点検、修繕－ 
生産システム科長

6 
6.1（金）～6.29（金） 
安心してリフォームするために 
－住まいの耐震対策の基礎知識－    

6. 8（金）性能向
－耐震改修－ 
生産システム科研

7 
7.2（月）～7.31（火） 
安心してリフォームするために 
－リフォームの基本施工のポイント－ 

7.13（金）性能
－断熱改修－ 
居住環境科研究職

8 
8.1（水）～8.31（金） 
誰もが安心して暮らせるために 
－高齢者・障害者のための住宅改造－ 

8.10（金）性能
－ユニバーサル改
人間科学科研究職
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アトリウムの展示の様子 

道民ホール展示の様子 

方々へ提供するため、札幌の北

た。平成１９年度のパネル展及

技術セミナー 

向上リフォームのススメ 
上リフォームを実現するために－
川雅浩 

向上リフォームのススメ 

 十河哲也 

上リフォームのススメ 

究職員 植松武是 

向上リフォームのススメ 

員 北谷幸恵 

向上リフォームのススメ 
修－ 
員 林昌宏 



9 

9.3（月）～9.28（金） 
失敗しない家づくりのために 
－北方型住宅のつくり方－ 

9.14（金）失敗しない家づくり 
－住まいの計画－ 
住生活科長 長谷川雅浩 

10 

10.1（月）～10.31（水） 
快適な住まいのために 
－暖房・換気のポイント－ 

10.12（金）失敗しない家づくり 
－住まいの計画（暖房・換気）－ 
居住環境科研究職員 村田さやか 

11 

11.1（木）～11.30（金） 
快適な住まいのために 
－断熱・気密のポイント－ 

11. 9（金）失敗しない家づくり 
－住まいの計画（断熱・気密）－ 
居住環境科研究職員 伊庭千恵美 

12 

12.3（月）～12.28（金） 
冬を安全に暮らすために 
－敷地内の雪処理計画－ 

12.14（金）失敗しない家づくり 
－住まいの計画（雪処理）－ 
都市防災科研究職員 高倉政寛 

1 
1.4（金）～1.31（木） 
安心して暮らすために 
－地震に備えた室内の安全対策－ 

1.11（金）失敗しない家づくり 
－住まいの計画（地震対策）－ 
都市防災科長 高橋章弘 

2 
2.1（金）～2.29（金） 
確かなつくりで住宅を長持ちさせるために
－外壁材の基礎知識－ 

2. 8（金）失敗しない家づくり 
－住まいの計画（外壁材）－ 
生産技術部主任研究員 吉野利幸 

3 

3.3（月）～3.31（月） 
誰もが安心して暮らせるために 
－高齢化社会に配慮した住まいづくりのチ
ェックポイント－ 

3.14（金）失敗しない家づくり 
－住まいの計画（高齢化対応）－ 
人間科学科研究職員 林昌宏 

 

■光触媒技術報告会「あらためて光触媒を考える－その実力と展望－」 

会場の様子 

共  催：工業試験場・食品加工研究センター・林産試験場 

日時および場所： 

＜札幌開催＞ 

平成 20年 1月 17日（木） 13:30～17:30 

JSTイノベーションプラザ北海道 セミナー室 

＜旭川開催＞ 

平成 20年 1月 31日（木） 13:30～17:30 

北方建築総合研究所 多目的ホール 

参加者数：札幌開催 117名 

     旭川開催  94 名 
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■サイエンスパーク2007 

主  催：独立行政法人 科学技術振興機構、北海道 

日  時：平成19年7月 31日（火） 10:00～17:00 

開催場所：サッポロファクトリー・アトリウムほか 

展示内容：・温度、強度や室内の快適性などに関するパネ 

   ル展示 

・ブース内にサーモカメラを設置し、物質の表

面温度の測定、建物の断熱や建築材料の伝熱

などについての説明 

・体験コーナーにおけるコンクリート練りと小

物づくり体験の実施 

参加機関：北電、北ガス、理科教育センター、原子力環境

センター、環境科学研究センター、アイヌ民族

文化研究センター、開拓記念館、衛生研究所、

地質研究所、工業試験場、食品加工研究センタ

ー、中央農業試験場、畜産試験場、花・野菜技

術センター、中央水産試験場、水産孵化場、林

業試験場、林産試験場、北方建築総合研究所 

 

 

■第 50回建築士会全国大会 

全国の建築士の方々が集まる全国大会が帯広市で開催され、

建築指導課との共同出展で、北方型住宅の紹介、北総研の研

究成果の紹介パネルの展示などを行いました。 

 

主  催：社団法人日本建築士会連合会 

日  時：平成19年9月 8日（土） 10:00～17:00 

開催場所：とかちプラザ（帯広市） 

参 加 者：約3千名 
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展示ブース 
（サーモカメラ撮影） 

体験コーナー 
（コンクリート小物づくり） 
 

展示の様子 



■ジャパンホーム＆ビルディングショー２００７ 

第２回ふるさと建材・家具見本市 
 

 北海道建築指導課、道内の建築関連企業８社とともに北海道グループとして共同で出展しました。

北海道ブースでは、パネルや映像によるＰＲだけではなく、建築指導課及び当研究所のセミナー、北

海道グループの各企業による実演を兼ねた商品紹介のプレゼンテーションを開催し、北海道の先進的

な建築技術をより多くの来場者へ向けて発信することができました。 

 

主  催：社団法人 日本能率協会 

開催日時：平成19年11月 14日（水） 

～11月 16日（金） 10:00～17:00 

場  所：東京ビッグサイト東３ホール（有明・東京国

際展示場 東京都江東区有明３－２１－１） 

展示内容：北方型住宅模型、同ポスター、研究所紹介パン

フレット、技術資料、研究所紹介ビデオ上映 

 

来場者数（主催者発表） 

  １１月１４日（水） 30,363名 

  １１月１５日（木） 30,004名 

  １１月１６日（金）  31,615名 

  合計 91,982名 

（参考：2006来場者数合計91,667名） 

 

 

 

 

■わくわくエコひろば 

 このイベントは、子供たちに地球温暖化などの環境問題

について興味を持ってもらおうと開催され、環境配慮の取

り組みを行っている企業や道立試験研究機関などが出展し

ました。当研究所では、「住まいの省エネの秘密」をテーマ

に、断熱性能の違う住宅模型を展示し、断熱材の厚さによ

る室内温度の違いを理解してもらいました。 

主  催：北海道環境生活部環境局  

環境政策課地球環境グループ 

日  時：平成20年3月 22日（土） 9:30～16:30 

開催場所：札幌市青少年科学館 ２階 特別展示室 
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北海道ブースの様子 

 

セミナーの様子 

会場の様子 



セミナーの様子（1日目） 

体験学習の様子（2日目） 

■「津波防災まちづくり体験学習 in ところ」 

 奥尻町、浜中町に続いて、今回が３回目の開催となりま

した。１日目のセミナーでは、地震・津波防災時における

行政の役割を話し合うことを目的として、パネルディスカ

ッションなどが行われました。２日目の体験学習では、子

供たちにも津波と避難について知ってもらおうと、室内避

難体験やまちなか探検などが行われ、親子で防災について

話し合う良い機会となりました。 

 

主  催：社団法人 日本建築学会北海道支部 

     社団法人 日本建築学会災害委員会 

日  時：平成19年10月 12日（金）14:00～17:00 

     平成 19年 10月 13日（土） 9:00～13:00 

場  所：北見市常呂町中央公民館 

参 加 者：12日（セミナー） 71名 

     13 日（体験学習） 26名 

 

 54



 

２．広報誌「北方かわらばん」 

 

 ・第18号（平成19年4月発行） 

  主な記事：中長期研究計画（H19～H28）の概要 

 ・第19号（平成19年7月発行） 

  主な記事：平成19年調査研究報告会（旭川市）開催内容 

 ・第20号（平成19年10月発行） 

  主な記事：平成19年調査研究報告会（札幌市）開催内容 

 当研究所が行っている業務を一般の方々向けに広く周知するために、研究情報の普及のため行って

いる展示会やイベントを紹介する目的で年４回発行しています。 

 関係団体、市町村、教育機関、試験研究機関などに送付するほか、イベント、展示会での配布、ま

た見学などで来所された方々にも配布しています。平成20年度発行分から、紙面による発行からホ

ームページでの公開となって引き続き情報を発信しています。 

 

 

３．ホームページ 

 

 当研究所のホームページ（URL http://www.hri.pref.hokkaido.jp）では、報告会やイベントの案

内の発信から、技術者や研究者の方にご利用いただける技術情報や研究内容の紹介まで、幅広い方々

を対象にした役に立つ情報の案内を行っており、その都度充実を図っています。また、依頼試験や共

同研究の案内など建築関連企業向けの情報も公開しています。 

◆ホームページの利用状況 

 ホームページへのアクセス回数は、ホームページ開設以来年々増加し、特に平成19年度には累計

アクセス数が約23万件になりました。 
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４．住宅・技術相談 

 

 当研究所では、日常業務として住宅および建築技術に関する相談業務を承っています。平成19年

度の相談件数は166件あり、相談内容の上位3項目は①「断熱・気密」、②「換気・暖房」、③「雪

処理対策」となっています。 

（項目別相談件数；割合）

19; 11%

28; 16%

3; 2%

13; 8%

7; 4%

9; 5%
11; 6%

80; 48%

換気・暖房

断熱・気密

結露　

雪処理対策

ｼｯｸﾊｳｽ対策

外壁材・屋根材

構造施工

その他

 

 

５．講師派遣 

 

 当研究所では、建築技術の向上や新規技術の普及啓発のため、講習会や研修会等に対して、講師の

派遣を積極的に行っています。平成 19 年度の派遣件数は 106 件あり、派遣先は道や支庁、市町村

及び建築関連団体等、多岐にわたっており、普段の研究の成果を広めています。 

 また、講演テーマも省エネや断熱・耐震改修リフォーム、都市防災など、様々な分野にわたってい

ます。 

 

 

６．出前講座 

 

当研究所では、平成16年度から「知りたい、学びたい」という意思表示をしている市町村や業界

団体、まちづくりNＰＯなどが実施する講演会・勉強会に職員が出向き、研究所での研究成果をわか

りやすくお話しするため出前講座を開設しています。平成19年度の派遣については、建築関連団体

や市町村など11件行っております。 

平成19年度は、子供を守る安全マップの活用や住宅の省エネルギー、地震から我が家を守るなど

のテーマで講座を行いました。 
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７．原稿依頼 

 

 当研究所では、一般紙をはじめ建築専門誌、各種学会誌等からの原稿依頼に対して、積極的な対応

を行っています。平成19年度の依頼件数は24件あり、主な依頼は断熱・気密に関するテーマが多

く、他にはバリアフリーリフォーム、耐震リフォームに関する原稿の依頼がありました。 

 

 

８．取材 

 

 当研究所では、建築技術の向上や新規技術の紹介及び普及啓発のため、新聞やテレビ等のマスメデ

ィアからの取材に対して、積極的な対応を行っています。 

 平成19年度の主な取材内容は、耐震性と断熱性を一緒に向上させる工法、外張断熱を主体とした

充填付加断熱システムや住宅における省エネルギーなどについて取材を受けました。 

 

 

９．見学者 

 

 (１) 見学対応 

 当研究所では、施設の見学要望に対して積極的な対応をしており、研究施設や実験装置、調査研究

業務の紹介、性能評価業務の案内などを行っています。平成19年度の見学者は92件、1,170人に

のぼり、建設関連企業を中心に大学研究者や国・道・市町村、学生、一般住民など全国各地より来訪

しています。 

 

(２) 国内外別等の件数 

国内  国外 

道内 道外 

計 

件数 5 48 39 92 

 

(３) 視察者属性 

国外 建設業・企業等 大学・研究者等 国・道・ 

市町村等 

一般・ 

小中学生等 

計 

人数 724 186 82 178 1,170 
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（参考）平成14年度から19年度までの見学対応状況 

年度 見学者数 

平成14年度 4,548 

15 3,871 

16 2,280 

17 1,457 

18 1,082 

19 1,170 

累計  14,408 
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10．所外発表論文 

 

 当研究所では、研究成果を外部に対して情報発信を行うため、各種学会等へ論文発表を積極的に

行っています。平成19年度の発表論文は、日本建築学会等を中心に39件となっています。 

◆所外発表論文等(平成 19年 4月～平成20年 3月)(○印は発表者) 

発表論文名 著作名 発表誌(会)名 巻号、ページ、発行年

フライアッシュの反応性に関する研究 ○谷口 円 

 佐川孝弘 

 桂  修 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

材料施工 

P405～P406 

2007.8 

気象データを活用した建築物の雪対策検討

手法の提案 

○堤 拓哉 

 千葉隆弘 

 苫米地司 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

構造Ⅰ 

P37～P38 

2007.8 

積雪地域における木造住宅の耐震性につい

て 

 その３ 屋根雪の動的挙動が構造体の応

答性状に及ぼす影響 

○千葉隆弘 

 苫米地司 

 宗像真木彦 

植松武是 

高橋 徹 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

構造Ⅰ 

P41～P42 

2007.8 

積雪地域における木造住宅の耐震性につい

て 

 その４ 札幌市内における木造住宅の耐

震性に関する調査 

○苫米地司 

 千葉隆弘 

 宗像真木彦 

 植松武是 

 高橋 徹 

 鎌田紀彦 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

構造Ⅰ 

P43～P44 

2007.8 

積雪地域における木造住宅の耐震性につい

て 

 その５ 北海道札幌市内における木造住

宅の耐震診断 

○宗像真木彦 

 千葉隆弘 

 苫米地司 

 植松武是 

 高橋 徹 

 大橋好光 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

構造Ⅰ 

P45～P46 

2007.8 

透光・断熱壁の開発 ○北谷幸恵 

 鈴木大隆 

 木原幹夫 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

環境工学Ⅰ 

P419～P422 

2007.8 

北海道における小中学校の地域建築への取

り組み 

○鈴木大隆 

 北谷幸恵 

 加藤 誠 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

環境工学Ⅱ 

P523～P526 

2007.8 
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 60

常時開放可能な開口部による外気冷房のた

めの設計手法の検討 

 その１ 実際の窓を用いた流量係数の測

定結果 

○高倉政寛 

 廣田誠一 

 村田さやか 

 鈴木大隆 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

環境工学Ⅱ 

P543～P544 

2007.8 

常時開放可能な開口部による外気冷房のた

めの設計手法の検討 

 その２ 開口部の縦横比と有効開口面積

の関係 

○廣田誠一 

 高倉政寛 

 村田さやか 

 鈴木大隆 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

環境工学Ⅱ 

P545～P546 

2007.8 

換気システム用屋外端末部材の耐風特性 ○村田さやか 

 高倉政寛 

 鈴木大隆 

 大西茂樹 

 尾本英晴 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

環境工学Ⅱ 

P775～P776 

2007.8 

北海道における公的サービス供給のための

既存建築の活用に関する研究 

 その１ 北海道内の活用事例に関する特

徴と課題について 

○坂井宗司 

 松村博文 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

建築計画Ⅰ 

P367～P368 

2007.8 

北海道における公的サービス供給のための

既存建築の活用に関する研究 

 その２ 既存公共建築の活用のための計

画的な検討手法について 

○松村博文 

 坂井宗司 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

建築計画Ⅰ 

P369～P370 

2007.8 

旭川市における都市防火性能評価に関する

研究 

 その２ 都市防火性能指標の最大値の想

定 

○戸松 誠 

 大柳佳紀 

 南 慎一 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

都市計画 

P565～P566 

2007.8 

地域工務店活動の活性化に関する実践的研

究 

○朝野哲夫 

 大柳佳紀 

 長谷川雅浩 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

都市計画 

P1327～P1328 

2007.8 

北海道内市町村における住宅政策課題の傾

向 

○長谷川雅浩 

 朝野哲夫 

日本建築学会大会

学術講演梗概集 

都市計画 

P1433～P1436 

2007.8 

寒研型プレハブ造住宅の劣化調査 ○北川 淳 

 十河 哲也 

 吉野 利幸 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P33～P36 

2007.7 

北海道における建築物の耐震化による被害

軽減効果の算出 

○竹内慎一 

 南 慎一 

 高橋章弘 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P169～P172 

2007.7 

旭川市における都市防火性能評価に関する

研究 

 

○戸松 誠 

 大柳佳紀 

 南 慎一 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P173～P176 

2007.7 
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2006年11月7日に北海道佐呂間町で発

生した竜巻による被害 

 その１ 建築物の被害状況 

○高橋章弘 

 堤 拓哉 

 南 慎一 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P179～P184 

2007.7 

2006年11月7日に北海道佐呂間町で発

生した竜巻による被害 

 その２ 被災地区住民に対するアンケー

ト調査 

○堤 拓哉 

 高橋章弘 

 南 慎一 

 植松 康 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P185～P190 

2007.7 

常時開放可能な開口部を用いた外気冷房の

設計手法について 

○鈴木大隆 

 高倉政寛 

 村田さやか 

 廣田誠一 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P231～P234 

2007.7 

外張断熱を主体とした充填付加断熱工法に

関する研究 

 第２報 湿害防止を目的とした熱抵抗比

(R/R*)の提案 

○高倉政寛 

 伊庭千恵美 

 竹葉 誠 

 青木 学 

 鈴木大隆 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P247～P250 

2007.7 

コンクリートと同時に打込まれた発泡プラ

スチック断熱材の熱的性状 

○伊庭千恵美 

 鈴木大隆 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P251～P254 

2007.7 

黒松内中学校のエコロジカル改修デザイン

光環境デザインからの設計アプローチ 

○北谷幸恵 

 鈴木大隆 

 加藤 誠 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P267～P268 

2007.7 

2006年佐呂間町竜巻被害調査報告 ○南 慎一 

 高橋章弘 

 堤 拓哉 

 桜井修次 

 高井伸雄 

日本建築学会 

北海道支部 

研究報告集 

80号 

P363～P368 

2007.7 

秋田スギを活用したスケルトンインフィル

型住宅のための合理化構法開発（都市エリ

ア産学官連携推進事業） 

○板垣直行 

 飯島泰男 

 大橋好光 

 岡崎泰男 

 佐々木靖 

 川鍋亜衣子 

 植松武是 

  Benitez 

 G.Alejandro 

第10回木質構造国

際会議 

2007 

北海道の木造住宅の耐震改修促進を目的と

した耐震診断・補強効果評価法に関する研

究（重点研究） 

○平井卓郎 

 本間智恵美 

 佐々木義久 

 植松武是 

第10回木質構造国

際会議 

 

2007 
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北海道の木造住宅の耐震改修促進を目的と

した耐震診断・補強効果評価法に関する研

究（重点研究） 

○平井卓郎 

 孟 慶軍 

 澤田 圭 

 小泉章夫 

 佐々木義久 

 植松武是 

第10回木質構造国

際会議 

2007 

GROWTH PROCESS OF A SNOW 

CORNICE ON A ROOF 

○堤 拓哉 

 根本征樹 

 佐藤 威 

 苫米地司 

第 6 回世界雪工学

会 

2007 

人工降雪装置を用いた建物屋根上の雪庇の

形成実験 

○堤 拓哉 

 根本征樹 

 佐藤 威 

2007 年度日本雪

氷学会全国大会 

2007.9 

北海道における建物の雪害発生に及ぼす気

象特性と建物密度の影響 

○堤 拓哉 

 苫米地司 

第24回日本雪工学

会大会 

2007 

積雪地域の都市部における木造住宅の屋根

雪処理別の地震対策について 

○千葉隆弘 

 苫米地司 

 高橋 徹 

 植松武是 

第24回日本雪工学

会 

2007 

木造住宅における地震時の屋根雪滑動と構

造体の動的相互作用に関する基礎的実験 

○千葉隆弘 

 苫米地司 

 高橋 徹 

 植松武是 

第24回日本雪工学

会 

2007 

対流型・放射型暖房方式の温熱環境に関す

る数値解析 

○月館 司 

 太田 勇 

平成19年度空気調

和・衛生工学会大会 

2007 

住宅用トータルエネルギー予測プログラム

の開発 

○月館 司 

 濱田靖弘 

 村田さやか 

 田篭秀俊 

 我妻泰憲 

 長野克則 

 咸 哲俊 

空気調和衛生工学

会北海道支部 

2007 

北海道における住宅所有者の耐震化に係る

意識調査 

○高橋章弘 

 南 慎一 

 竹内慎一 

第21回地域安全学

会研究発表会（秋

季） 

2007 

鉄筋コンクリート造建築物の保全支援シス

テムの開発 

○鈴木邦康 

 濱 幸雄 

 十河哲也 

 森久保良希 

第 1 回超寿命建築

物のためのコンク

リートの性能向上

国際シンポジウム 

2007 



北海道における住宅所有者の耐震化に係る

意識調査 

○高橋章弘 

 南 慎一 

 竹内慎一 

第21回地域安全学

会研究発表会（秋

季） 

2007 

地方都市における津波防災まちづくり体験

学習の取り組み 

○戸松 誠 

 竹内慎一 

 南 慎一 

 定池祐季 

北海道地区自然災

害科学資料センタ

ー報告 

Vol.21 

 
 

 

11．所外委員会活動等 

 

当研究所では、公共性が高く専門的知見が求められる各種委員会からの委員委嘱について、積極

的な対応を行っています。 

 

委  嘱  名 依 頼 者 

「北方型住宅技術指導事業運営委員会」オブザーバー （財）北海道建築指導センター 

情報誌「センターリポート」編集委員会 編集委員 （財）北海道建築指導センター 

「新築／既存  住宅省エネ性能検討委員会」委員 （財）建築環境・省エネルギー機構 

「自立循環型住宅開発委員会フェーズ２」委員 （財）建築環境・省エネルギー機構 

「住宅省エネ性能検討委員会」委員 （財）建築環境・省エネルギー機構 

「住宅総合省エネ評価方法検討委員会外皮性能WG（開口部

TG）」主査 
（財）建築環境・省エネルギー機構 

「住宅総合省エネ評価方法検討委員会外皮性能WG 

（断熱・開口部水準SWG）」主査 
（財）建築環境・省エネルギー機構 

「住宅総合省エネ評価方法検討委員会外皮性能WG（防露水

準SWG）」委員 
（財）建築環境・省エネルギー機構 

「住宅総合省エネ評価方法検討委員会幹事会」委員 （財）建築環境・省エネルギー機構 

「住宅総合省エネ評価方法検討委員会外皮性能WG」委員 （財）建築環境・省エネルギー機構 

住宅総合省エネ評価方法検討委員会暖冷房WG委員 （財）建築環境・省エネルギー機構 

省エネリフォーム推進方策検討委員会委員 （財）建築環境・省エネルギー機構 

マンション等の耐震性向上のための研究委員会委員 （社）北海道建築技術協会 

メーソンリー外装材取扱指標研究委員会委員長 （社）北海道建築技術協会 

メーソンリー建築研究会運営委員 （社）北海道建築技術協会 

価値づくり計画とコンサルタント育成研究委員会委員 （社）北海道建築技術協会 

外断熱建築研究会運営委員会委員 （社）北海道建築技術協会 

型枠コンクリートブロックの捨て枠型工法研究委員会委員 （社）北海道建築技術協会 

建築診断研究会運営委員会委員 （社）北海道建築技術協会 

非破壊検査研究委員会委員 （社）北海道建築技術協会 
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コンクリート構造物の長期性能シミュレーションソフト作成

委員会委員 
（社）日本コンクリ－ト工学協会 

（社）日本コンクリ－ト工学協会北海道支部 常任委員（兼

業職） 
（社）日本コンクリ－ト工学協会北海道支部

北海道におけるコンクリート構造物の調査・ 

診断支援技術研究委員会委員 
（社）日本コンクリ－ト工学協会北海道支部

ＢＩＳ認定委員会委員 （社）北海道住宅リフォ－ムセンタ－ 

住宅外装防水研究会委員 NPO法人住宅外装テクニカルセンター 

NPO法人パッシブシステム研究会顧問 NPO法人パッシブシステム研究会 

旭川市景観審議会委員 旭川市 

旭川市工芸センタ－運営委員会委員 旭川市 

旭川市耐震改修促進計画策定協議会委員 旭川市 

旭川市立高台小学校PFI 整備事業事業者選定審査委員会審査

委員 
旭川市 

北広島市都市計画審議会専門委員 北広島市 

地震・津波災害対策専門委員 北見市 

「ものづくり技術者育成支援事業」アドバイザリー委員 釧路工業高等専門学校 

黒松内町「学校エコ改修と環境教育事業」アドバイザー 黒松内町教育委員会 

財団法人旭川生活文化産業振興協会審査委員 （財）旭川生活文化産業振興協会 

快適な住環境のための調湿技術研究会委員 （財）トステム建材産業振興財団 

防耐火構造・材料等サンプル調査委員会委員 （財）日本建築防災協会 

IEA Annex 32 分科会委員 （財）ヒートポンプ・蓄熱センター 

住宅品質確保法に基づく認定員及び試験員（兼業職） （財）ベターリビング 

「札幌地域エネルギー戦略会議」委員 札幌市 

（社）地盤工学会北海道支部評議員（兼業職） （社）地盤工学会北海道支部 

JASS24（断熱工事）改定小委員会委員 （社）日本建築学会 

各種補強組積造設計法小委員会委員 （社）日本建築学会 

壁式構造運営委員会委員 （社）日本建築学会 

環境振動性能評価小委員会委員 （社）日本建築学会 

建築設計における雪問題WG委員 （社）日本建築学会 

ダメージファンクションWG主査 （社）日本建築学会 

都市・建築空間における雪氷災害対策に関する特別研究委員

会委員 
（社）日本建築学会 

防水システム性能耐久性評価試験方法小委員会委員 （社）日本建築学会 

雪荷重小委員会委員 （社）日本建築学会 

建物の「湿害」評価WG委員 （社）日本建築学会 

湿気小委員会委員 （社）日本建築学会 

熱環境運営委員会委員 （社）日本建築学会 

熱物質移動シミュレーションWG委員 （社）日本建築学会 

建築災害調査方法研究委員会委員 （社）日本建築学会北海道支部 
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材料施工専門委員会委員 （社）日本建築学会北海道支部 

（社）日本建築学会北海道支部 常議員（兼業職） （社）日本建築学会北海道支部 

日本建築学会北海道支部環境工学専門委員会委員 （社）日本建築学会北海道支部 

日本建築学会北海道支部構造専門委員会委員 （社）日本建築学会北海道支部 

日本建築学会北海道支部北方系住宅専門委員会委員 （社）日本建築学会北海道支部 

ホームページ管理委員会委員（兼業職） （社）日本建築学会北海道支部 

日本建築学会北海道支部都市防災専門委員会委員 （社）日本建築学会北海道支部 

日本建築学会北海道支部都市防災専門委員会幹事 （社）日本建築学会北海道支部 

日本建築学会北海道支部都市防災専門委員会主査 （社）日本建築学会北海道支部 

社団法人北海道建築士会理事（兼業職） （社）日本建築士会 

社団法人北海道建築士会札幌支部理事（兼業職） （社）日本建築士会札幌支部 

積雪寒冷地コンクリート複合劣化要因研究委員会委員 （社）日本コンクリート工学協会北海道支部

凍害と耐久性設計研究委員会委員 （社）日本コンクリート工学協会北海道支部

社団法人日本雪氷学会広報委員（兼業職） （社）日本雪氷学会 

社団法人日本雪氷学会北海道支部幹事（兼業職） （社）日本雪氷学会北海道支部 

社団法人北海道建築技術協会幹事会幹事（兼業職） （社）北海道建築技術協会 

BIS 運営委員会委員 （社）北海道住宅リフォームセンター 

BIS 試験講習委員会委員 （社）北海道住宅リフォームセンター 

壁式構造配筋指針改定原案作成WG委員 （社）日本建築学会 

先進型石油システム研究会委員 石油連盟北海道石油システムセンター 

北海道灯油有効利用研究会委員 石油連盟北海道石油システムセンター 

「中標津町住生活基本計画策定委員会」策定委員アドバイザ

ー 
中標津町 

中標津町都市計画審議会及び中標津町景観審議会臨時委員 中標津町 

日本雪工学会理事（兼業職） 日本雪工学会 

「環境に優しい北方型住宅普及啓発業務」プロポーザル審査

会委員 
北海道建設部 

「北方型住宅新展開の普及推進業務」プロポーザル審査会委

員 
北海道建設部 

「北方型住宅新展開の普及推進業務」及び 

「中古住宅流通促進方策推進業務」に係るプロポーザル審査

会委員 

北海道建設部 

北海道東海大学非常勤講師 北海道東海大学 

福祉のまちづくり人材活用ワーキンググループ委員 
北海道福祉のまちづくり推進連絡協議会（保

健福祉部） 

地域安全学会理事 地域安全学会 

住宅工事仕様書監修・改訂原稿作成委員会委員（断熱構造分

科会） 
独立行政法人住宅金融支援機構 

北海道無暖冷房住宅研究会顧問 北海道無暖冷房住宅研究会 

 



 

12．特 許 

 

 当研究所では、各企業や研究機関との共同研究の中で至った発明について特許などの知的財産権

として出願しています。平成１９年度末時点で道が保有する特許権等は次のとおりです。 

●特許登録４件 

空気浄化式家屋（特許第３４８８９２１号） 

既存建物の地盤からの免震構造化方法（特許第３８０６０６９号） 

直線運動型復元機能付き免震装置（特許第３８７０２６３号） 

外断熱建築構造体（特許第３８９８９０５号） 

●意匠登録 

建築用壁板材（登録第１１９２３８４号） 

当研究所では、各企業や研究機関との共同研究の中で至った発明について特許出願しています。 
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１．沿 革 

  

(1)設立目的と経緯 

寒冷地における住宅や都市の計画・整備及び建築技術に関する研究調査を行い、道民の住生活

の向上に役立てることを目的に、昭和30年、道立の3試験研究機関を合同し、建築部（現在の

建設部）の所管のもとに「寒地建築研究所」として設置されました。平成14年4月に札幌市か

ら旭川市へ施設の全面移転を契機として、研究領域の拡大と充実、積極的な情報発信、企業や道

民ニーズに対応するため、「北方建築総合研究所」へと改組し、平成19年 4月には、改正建築

基準法による構造計算の適合性判定に対応するため、札幌に構造計算適合性判定センターを当所

の附属施設として設置しました。 

(2)研究体制 

企画総務部 研究・調査の企画および総合調整

研究・調査成果の普及・技術相談窓口

研究開発等の支援・技術指導窓口

研究参事

居住科学部 住宅・建築の計画、住宅の供給・整備に関すること

都市の計画・設計・整備、まちづくりに関すること

人の感覚・動作に適合した建築空間に関すること

環境科学部 建築環境、建築・都市のエネルギーの有効利用に関すること

建築・地域の防災、都市・建築物の防雪等に関すること

建築物の防火、室内安全・室内空気質対策に関すること

生産技術部 建築生産システムに関すること

建築構造・建築構法に関すること

建築施工、建築材料・部材、建築物の診断・改修に関すること

　　　　　　　　■構造計算適合性判定センター（附属施設）

構造判定部 建築基準法に基づく構造計算適合性判定

建築構造に係る諸規定・審査技術に関すること

副所長

所長

センター長
（副所長兼務）  
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２．事業費 

 

（単位：千円） 
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年度別 

 

事業別 

平成１８年度 

（最終予算額） 

平成１９年度 

(最終予算額) 

平成２０年度 

(当初予算額) 

維 持 管 理 費 73,023 69,143 65,098 

試 験 研 究 費 59,995 60,861 54,575 

重点領域特別研究 17,670 18,888 17,275 

一 般 試 験 研 究 7,230 6,712 7,160 

外部資金活用研究 4,849 4,710 7,840 

民 間 等 共 同 研 究 19,400 20,250 12,800 

受 託 試 験 研 究 3,346 2,014 0 

 

建設部計上の研究 7,500 8,287 9,500 

依 頼 試 験 費 12,570 10,469 14,015 

試 験 研 究 備 品 整 備 費 7,365 5,788 6,384 

普 及 啓 発 関 連 12,800 17,255 16,300 

構造計算適合性判定費 － 14,160 13,880 

計 165,753 177,676 170,252 

＊平成20年度（当初予算額）の試験研究費については、平成20年3月時点で決定している課

題のみ計上しています。 

 

 




